
JP 2011-516435 A 2011.5.26

(57)【要約】
　本発明は、ナノウレアの水性分散体を乾燥させることにより製造された粒子、その製造
方法およびその使用に関する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　水性ポリウレア分散体から出発して乾燥により得られたナノウレアパウダー。
【請求項２】
　前記パウダーは、架橋ナノウレア粒子の水性分散体から出発して得られることを特徴と
する、請求項１に記載のナノウレアパウダー。
【請求項３】
　パウダーの粒子は、０．５～１０００μｍの寸法を有することを特徴とする、請求項１
または２のいずれかに記載のナノウレアパウダー。
【請求項４】
　ナノウレアの水性分散体を乾燥させることを特徴とする、ナノウレアパウダーの製造の
ための方法。
【請求項５】
　乾燥を、水を分散体から大気圧、大気圧より低い圧力または大気圧より高い圧力で除去
しながら行うことを特徴とする、請求項４に記載の方法。
【請求項６】
　架橋ナノウレア粒子の水性分散体を用いることを特徴とする、請求項４または５に記載
の方法。
【請求項７】
　水性分散体の乾燥を、噴霧乾燥法により行うことを特徴とする、請求項６に記載の方法
。
【請求項８】
　請求項４～７のいずれかに記載の方法により得られるナノウレアパウダー。
【請求項９】
　化粧品、被覆組成物、シーラント、接着剤、フィルター、添加剤、補助剤および／また
はサプリメントにおける、請求項１～３または８のいずれかに記載のナノウレアパウダー
の使用。
【請求項１０】
　請求項１～３または８のいずれかに記載のポリウレアパウダーを含む、化粧品、物品、
被覆組成物、シーラント、接着剤、フィルター、添加剤、補助剤および／またはサプリメ
ント。
【請求項１１】
　化粧品における、架橋ポリウレアを含む水性分散体の使用。
【請求項１２】
　架橋ポリウレアの水性分散体を含む化粧品。
【請求項１３】
　請求項１～３または８のいずれかに記載のナノウレアパウダーおよび／または架橋ポリ
ウレアの水性分散体を用いる化粧品の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ナノウレアの水性分散体を乾燥することにより製造することができる粒子、
およびその製造のための相当する方法に関する。本発明は、その使用をさらに提供する。
さらに、本発明は、化粧品の製造のための架橋ポリウレタンの水性分散体の使用に関する
。
【背景技術】
【０００２】
　有機溶媒中のポリウレアの溶液の噴霧乾燥は、ＥＰ１６３０１９１Ａに既に記載されて
いる。しかしながら、該出版物には、開示の水性分散体の乾燥も、溶媒として用いる水も
記載されていない。さらに、該出版物では、線形構造を有するポリウレアが乾燥されるこ
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とについて注目が置かれている。交差分枝状（ｑｕｅｒｖｅｒｚｗｅｉｇｔｅｎ）ナノ粒
子は議論されていない。ＥＰ１６３０１９１Ａに記載のポリウレアは、イソシアネートへ
のアミンの重付加により製造され、加水分解を用いる鎖延長による構築反応は記載されて
いない。
【０００３】
　ナノスケール架橋ポリウレア粒子を含む水性分散体の製造は、ＷＯ２００５／０６３８
７３Ａに記載されている。この方法では、親水性イソシアネートは水中に触媒の存在下で
導入され、その結果、架橋が分散粒子内でウレア結合によって生じる。ＤＥ１０２００６
００８６９Ａには、架橋ウレア粒子を含む水性分散体の製造が記載されている。これらの
粒子はポリクロロプレン分散体をベースとする接触接着剤用の添加剤として用いられる。
該粒子の粒度は１０～３００ｎｍの範囲である（レーザー相関分光法により計測）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】欧州特許出願公開第１６３０１９１号明細書
【特許文献２】国際公開第２００５／０６３８７３号パンフレット
【特許文献３】独国特許出願公開第１０２００６００８６９号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　多くの用途、例えば化粧品、被覆組成物、シーラントまたは接着剤等は、通常１～５０
μｍの範囲の粒径を有する粉末充填剤を必要とし、相当するパウダーの提供の必要性が存
在する。
【０００６】
　従って、本発明の目的の１つは、ポリウレア含有パウダーの粒子形態での提供であり、
該粒子は、好ましくは１～５０μｍの平均系を有することとなる。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明によれば、パウダーは架橋ナノウレア粒子の水性分散体を乾燥させることにより
得られることを見出した。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　従って、本発明は、架橋ナノウレアの水性分散体から出発して乾燥により得られたナノ
ウレアパウダーを提供する。かかる方法では、相当するナノウレア分散体の乾燥により、
パウダー生成物が得られることは予期することができず、むしろ粘着稠度を有する塊が得
られることが予期することができた。
【０００９】
　本発明は、ポリウレアの水性分散体を乾燥することによりナノウレアパウダーの製造の
ための方法をさらに提供する。
【００１０】
　本発明はまた、化粧品、被覆組成物、シーラントまたは接着剤における、ナノウレアの
水性分散体を乾燥させることにより製造された粒子の使用を提供する。
【００１１】
　本発明はまた、充填剤、添加剤、助剤および／またはサプリメントとしての、ナノウレ
アの水性分散体を乾燥させることにより製造された粒子の使用を提供する。
【００１２】
　本発明はまた、本発明による粒子を用いて得られた化粧品、物品、被覆組成物、シーラ
ントおよび接着剤を提供する。
【００１３】
　本発明では、ナノウレアは、ナノスケール範囲の直径を有する交差分枝状ポリウレア粒
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子を意味すると理解される。
【００１４】
　本発明では、１つの実施態様において、ナノウレア水性分散体を凍結乾燥することによ
り得られたナノウレアパウダーは除外される。
【００１５】
　本発明では、さらなる実施態様において、８２０．２０ｇのＢａｙｈｙｄｕｒ（登録商
標）　ＶＰ　ＬＳ　２３３６、次いで０．３２ｇのＩｓｏｆｏａｍ（登録商標）　１６を
、４９５２ｇの脱イオン水中における２０．７２ｇのトリエチルアミンの溶液に３０℃で
強撹拌しながら添加し、該混合物をさらに撹拌し、３、６および９時間後、さらなる８２
０．２０ｇのＢａｙｈｙｄｕｒ（登録商標）　ＶＰ　ＬＳ　２３３６、次いで０．３２ｇ
のＩｓｏｆｏａｍ（登録商標）　１６をいずれの場合にも添加し、次いで該混合物を３０
℃でさらに４時間、後撹拌し、２００ｍｂａｒ真空および３０℃でさらに３時間撹拌し、
得られる分散体を取り出すような方法で得られたナノウレア水性分散体を凍結乾燥させる
ことにより得られたナノウレアパウダーは除外される。
【００１６】
　本発明によるポリウレアパウダーは、好ましくは、架橋ナノウレア粒子の水性分散体か
ら出発して得られたパウダーである。
【００１７】
　本発明による粒子の平均粒径（較正長手定規を用いる発見粒径の適合による、光学顕微
鏡を用いる測定により決定）は、通常０．５～１０００μｍ、好ましくは１～２００μｍ
、特に好ましくは１～５０μｍの寸法を有する。
【００１８】
　ナノウレア分散体を乾燥させることにより得られた本発明による粒子の残存含水量は、
対流式オーブン中における１２０℃での約１ｇのパウダーの試料のさらなる乾燥による重
量分析により決定され、通常１０重量％未満、好ましくは０．００１～５重量％、特に好
ましくは０．１～３重量％である。
【００１９】
　本発明によるナノウレア粒子の含量は、本発明による物品、特に化粧品、被覆組成物、
シーラントまたは接着剤における分散体中において、通常０．０１～５０重量％、好まし
くは０．１～２０重量％である。
【００２０】
　本発明による粒子は、ナノウレア水性分散体を乾燥させることにより得られる。かかる
方法では、水性分散体中におけるナノウレア粒子は、ウレア結合により本質的に粒子内架
橋させる。本発明によれば、用語「ウレア結合により本質的に架橋」とは、いずれの場合
にもイソシアネート含有親水性出発構成物質から出発して、好ましくは少なくとも５０ｍ
ｏｌ％、より好ましくは少なくとも９０ｍｏｌ％の分枝位置が架橋される場合を意味する
と理解される。
【００２１】
　相当するナノウレア分散体は、例えばＷＯ２００５／０６３８７３により得られる（こ
れに関する開示を、参照により本発明に組み込む）。
【００２２】
　未架橋または予備架橋粒子は、水中において親水性化ポリイソシアネートｉ）の分散体
により形成される。次いで、存在するイソシアネート基のいくつかは、イソシアネート／
水反応により破壊されて、第１級または第２級アミンが得られる。次いで、さらなるイソ
シアネート基と反応させることにより、これらのアミノ基はウレア基を形成し、結果とし
て架橋して、ナノウレア水性分散体中に存在するナノウレア粒子が得られる。本発明では
、イソシアネート基の幾つかは、上記反応前または反応中に、水と、または他のイソシア
ネート反応性種、例えば第１級または第２級アミンおよび／またはアルコール等と反応さ
せることもできる。
【００２３】
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　用いることができる親水性化ポリイソシアネートｉ）は、非イオン的にまたは潜在的イ
オン的に親水性化された当業者に既知の全てのＮＣＯ基含有化合物それ自体である。異な
ったポリイソシアネートｉ）の混合物を用いる場合、少なくとも１つのポリイソシアネー
トが非イオン的に親水性化する構造単位を有することは好ましい。特に好ましくは、専ら
、非イオン的に親水性化する基を有するポリイソシアネートｉ）のみを用いる。
【００２４】
　イオン的にまたは潜在的イオン的に親水性化する化合物とは、少なくとも１つのイソシ
アネート反応性基ならびに少なくとも１つの官能基、例えば－ＣＯＯＹ、－ＳＯ３Ｙ、－
ＰＯ（ＯＹ）２（Ｙは、例えばＨ、ＮＨ４

＋、金属カチオンである）、－ＮＲ２、－ＮＲ

３
＋（Ｒは、Ｈ、アルキル、アリールである）等を有する全ての化合物を意味し、これら

は、水性媒体との相互作用により、ｐＨ依存性解離平衡状態になり、かくして、負電荷、
正電荷または中性電荷を有し得る。好ましいイソシアネート反応性基は、ヒドロキシル基
またはアミノ基である。
【００２５】
　適当なイオン的または潜在的イオン的に親水性化する化合物は、例えば、モノおよびジ
ヒドロキシカルボン酸、モノおよびジアミノカルボン酸、モノおよびジヒドロキシスルホ
ン酸、モノおよびジアミノスルホン酸ならびにモノおよびジヒドロキシホスホン酸または
モノおよびジアミノホスホン酸およびこれらの塩、例えばジメチロールプロピオン酸、ジ
メチロール酪酸、ヒドロキシピバリン酸、Ｎ－（２－アミノエチル）－β－アラニン、２
－（２－アミノエチルアミノ）エタンスルホン酸、エチレンジアミンプロピル－または－
ブチルスルホン酸、１，２－または１，３－プロピレンジアミン－β－エチルスルホン酸
、リンゴ酸、クエン酸、グリコール酸、乳酸、グリシン、アラニン、タウリン、リシン、
３，５－ジアミノ安息香酸、ＩＰＤＩとアクリル酸との付加物（ＥＰ－Ａ０９１６６４７
、実施例１）およびそのアルカリ金属塩および／またはアンモニウム塩；重亜硫酸ナトリ
ウムとブテン－２－ジオール－１，４との付加物、ポリエーテルスルホネート、２－ブテ
ンジオールとＮａＨＳＯ３とのプロポキシル化付加物（例えば、ＤＥ－Ａ２４４６４４０
（５～９頁、式Ｉ～ＩＩＩ）に記載）ならびに親水性合成成分として、カチオン性基に変
換し得る構成成分、例えばアミン系単位（例えばＮ－メチルジエタノールアミンなど）を
含有する化合物である。さらに、例えば、化合物として、ＷＯ０１／８８００６Ａ中のシ
クロヘキシルアミノプロパンスルホン酸（ＣＡＰＳ）を使用することもできる。
【００２６】
　好ましいイオン性基または潜在的イオン性基は、カルボキシ基またはカルボキシレート
基および／またはスルホネート基および／またはアンモニウム基を含有するものである。
特に好適なイオン性化合物は、イオン性基または潜在的イオン性基としてカルボキシル基
および／またはスルホネート基を含有するもの、例えば、Ｎ－（２－アミノエチル）－β
－アラニンの塩、２－（２－アミノエチルアミノ）エタンスルホン酸の塩またはＩＰＤＩ
とアクリル酸との付加生成物の塩（ＥＰ０９１６６４７Ａ、実施例１）ならびにジメチロ
ールプロピオン酸の塩である。
【００２７】
　適当な非イオン的に親水性化する化合物の例は、例えば、少なくとも１つのヒドロキシ
基またはアミノ基を含有するポリオキシアルキレンエーテルである。これらのポリエーテ
ルは、３０重量％～１００重量％のエチレンオキシド由来の構成成分を含有する。
【００２８】
　適当なイオン的または潜在的イオン的に親水性化する化合物は、例えば、モノおよびジ
ヒドロキシカルボン酸、モノおよびジアミノカルボン酸、モノおよびジヒドロキシスルホ
ン酸、モノおよびジアミノスルホン酸ならびにモノおよびジヒドロキシホスホン酸または
モノおよびジアミノホスホン酸およびこれらの塩、例えば、ジメチロールプロピオン酸、
ジメチロール酪酸、ヒドロキシピバリン酸、Ｎ－（２－アミノエチル）－β－アラニン、
２－（２－アミノエチルアミノ）エタンスルホン酸、エチレンジアミンプロピル－または
－ブチルスルホン酸、１，２－または１，３－プロピレンジアミン－β－エチルスルホン
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酸、リンゴ酸、クエン酸、グリコール酸、乳酸、グリシン、アラニン、タウリン、リシン
、３，５－ジアミノ安息香酸、ＩＰＤＩとアクリル酸との付加物（ＥＰ－Ａ０９１６　６
４７、実施例１）およびそのアルカリ金属塩および／またはアンモニウム塩；重亜硫酸ナ
トリウムとブタ－２－エン－１，４－ジオールとの付加物、ポリエーテルスルホネート、
２－ブテンジオールとＮａＨＳＯ３とのプロポキシル化付加物（例えば、ＤＥ－Ａ２４４
６４４０（５～９頁、式Ｉ～ＩＩＩ）に記載）ならびに親水性合成成分として、カチオン
性基に変換し得る単位、例えば、アミン系単位（例えばＮ－メチルジエタノールアミンな
ど）を含有する化合物である。また、例えば、化合物として、ＷＯ０１／８８００６中の
シクロヘキシルアミノプロパンスルホン酸（ＣＡＰＳ）を使用することもできる。
【００２９】
　好適なイオン性基または潜在的イオン性基は、カルボキシル基またはカルボキシレート
基および／またはスルホネート基および／またはアンモニウム基を含有するものである。
特に好適なイオン性化合物は、イオン性基または潜在的イオン性基としてカルボキシル基
および／またはスルホネート基を含有するもの、例えば、Ｎ－（２－アミノエチル）－β
－アラニンの塩、２－（２－アミノエチルアミノ）エタンスルホン酸の塩またはＩＰＤＩ
とアクリル酸との付加生成物の塩（ＥＰ－Ａ０９１６６４７、実施例１）ならびにジメチ
ロールプロピオン酸の塩である。
【００３０】
　適当な非イオン的に親水性化する化合物の例は、少なくとも１つのヒドロキシル基また
はアミノ基を含有するポリオキシアルキレンエーテルである。これらのポリエーテルは、
３０重量％～１００重量％のエチレンオキシド由来の単位の画分を含有する。
【００３１】
　エチレンオキシド単位を有する末端親水性鎖を組み込むための親水性合成成分は一般式
（Ｉ）：
　　Ｈ－Ｙ’－Ｘ－Ｙ－Ｒ　　　　（Ｉ）
〔式中、
Ｒは、１～１２個の炭素原子を有する１価炭化水素基、好適には１～４個の炭素原子を有
する未置換アルキル基であり、
Ｘは、少なくとも４０％、好適には少なくとも６５％の量のエチレンオキシド単位に構成
され、エチレンオキシド単位に加えてプロピレンオキシド、ブチレンオキシドまたはスチ
レンオキシドから構成されていてよい（後述の単位は好適にはプロピレンオキシド単位で
ある）、５～９０個、好適には２０～７０個の鎖構成要素（Ｋｅｔｔｅｎｇｌｉｅｄｅｒ
ｎ）を有するポリアルキレンオキシドであり、
Ｙ’／Ｙは、酸素または－ＮＲ’－であり、Ｒ’は定義についてＲまたは水素に相当する
。〕
で示される好適な化合物である。
【００３２】
　特に好適なものは、５０％、より好適には５５％～８９％を超えるエチレンオキシド質
量を有するエチレンオキシドとプロピレンオキシドの混合ポリマーである。ある好適な実
施態様においては、少なくとも４００ｇ／ｍｏｌ、好適には少なくとも５００ｇ／ｍｏｌ
、特に好適には１２００～４５００ｇ／ｍｏｌの分子量を有する化合物を用いる。
【００３３】
　特に好適には、１分子あたり平均５～７０個、好適には７～５５個のオキシエチレン基
、好適にはエチレン基を含有する非イオン的親水性化ポリイソシアネートｉ）である。
【００３４】
　親水性化ポリイソシアネートｉ）は、当業者にそれ自体既知であり、１分子あたり１個
を越えるＮＣＯ基を有し、０．５～５０重量％、好適には３～３０重量％、より好適には
５～２５重量％のイソシアネート含量を有する脂肪族、脂環式、芳香脂肪族および芳香族
ポリイソシアネートまたはこれらの混合物をベースとする。
【００３５】
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　適するポリイソシアネートの例は、ブチレンジイソシアネート、テトラメチレンジイソ
シアネート、シクロヘキサン－１，３－および－１，４－ジイソシアネート、ヘキサメチ
レンジイソシアネート（ＨＤＩ）、１－イソシアナト－３，３，５－トリメチル－５－イ
ソシアナトメチルシクロヘキサン（イソホロンジイソシアネート、ＩＰＤＩ）、２，４，
４－トリメチルヘキサメチレンジイソシアネート、イソシアナトメチルオクタン－１，８
－ジイソシアネート、メチレンビス（４－イソシアナトシクロヘキサン）、テトラメチル
キシリレンジイソシアネート（ＴＭＸＤＩ）またはトリイソシアナトノナン（ＴＩＮ、４
－イソシアナトメチル－１，８－オクタンジイソシアネート）ならびにこれらの混合物で
ある。また原則的に適するのは、芳香族ポリイソシアネート、例えば１，４－フェニレン
ジイソシアネート、２，４－および／または－２，６－トルエンジイソシアネート（ＴＤ
Ｉ）、ジフェニルメタン－２，４’－および／または－４，４’－ジイソシアネート（Ｍ
ＤＩ）、トリフェニルメタン－４，４’－ジイソシアネートまたはナフチレン－１，５－
ジイソシアネートである。
【００３６】
　上記のポリイソシアネートに加えて、ウレットジオン、イソシアヌレート、ウレタン、
アロファネート、ビウレット、イミノオキサジアジンジオンおよび／またはオキサジアジ
ントリオン構造を有する高分子量２次生成物を用いることも可能である。このような２次
生成物は、従来技術に記載の変性反応によってモノマージイソシアネートからそれ自体既
知の方法において知られている。
【００３７】
　好ましくは、親水性化ポリイソシアネートｉ）は、もっぱら脂肪族的または脂環式的に
結合したイソシアネート基を含有する上記の種類のポリイソシアネートまたはポリイソシ
アネート混合物、または任意の所望のこれらの混合物をベースとする。
【００３８】
　特に好ましくは、親水性化ポリイソシアネートは、ヘキサメチレンジイソシアネート、
イソホロンジイソシアネートまたは異性体ビス（４，４’－イソシアナトシクロヘキシル
）メタンならびに上記のジイソシアネートのそれらの混合物をベースとする。ポリイソシ
アネートｉ）は、ヘキサメチレンジイソシアネートをベースとする少なくとも５０重量％
のポリイソシアネートを好ましく含有する。
【００３９】
　水中でのポリイソシアネートａ）の分散および水性分散体を調製するための水との反応
は、好ましくは、撹拌器によりまたは他の種類の混合、例えばポンプ循環によって、スタ
ティックミキサー、棘付ミキサー、ノズルジェット分散機、回転子および固定子等を用い
て、または超音波の作用下で混合させて行う。
【００４０】
　原則、分散操作中または分散操作後、ＮＣＯ基をイソシアネート反応性化合物、例えば
第１級アミンまたは第２級アミンまたは（ポリ）アルコールなどで変性させることも可能
である。その例は、１，３－プロピレンジアミン、１，６－ヘキサメチレンジアミン、イ
ソホロンジアミン、４，４’－ジアミノジシクロヘキシルメタン、ヒドラジン、１，４－
ブタンジオール、１，４－シクロヘキサンジメタノール、１，６－ヘキサンジオール、ト
リメチロールエタン、トリメチロールプロパン、グリセロール、Ｎ－メチルエタノールア
ミンおよびＮ－メチルイソプロパノールアミン、１－アミノプロパノールまたはジエタノ
ールアミンである。
【００４１】
　親水性化ポリイソシアネートｉ）のＮＣＯ基と水との分子比は、好適には１：１００～
１：５、特に好適には１：３０～１：１０である。この割合の監視は、安定性分散体を得
るために、および反応エンタルピーを消散させるために有利である。
【００４２】
　原則として、親水性化ポリイソシアネートｉ）を水中への分散によって一部に組み込む
ことも可能である。例えば３０分～２０時間にわたる親水性化ポリイソシアネートの連続
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添加も可能である。部分的な添加も好ましく、部分の数は２～５０、好ましくは３～２０
、特に好ましくは４～１０であり、部分はサイズが等しくても異なっていてもよい。
【００４３】
　個々の部分間の待ち時間は通常、５分～１２時間、好ましくは１０分～８時間、より好
ましくは３０分～５時間である。　
【００４４】
　１時間～２４時間、好ましくは２時間～１５時間にわたる親水性化ポリイソシアネート
ｉ）の連続添加も可能である。
【００４５】
　ウレア粒子の調製の間、反応器中の温度は１０～８０℃、好ましくは２０～７０℃、特
に好ましくは２５～５０℃である。
【００４６】
　親水性化ポリイソシアネートｉ）と水との反応に次いで、反応器は、０℃～８０℃、好
ましくは２０℃～６０℃、特に好ましくは２５℃～５０℃の内部温度で好適に真空化する
。真空は、１～９００ｍｂａｒ、好ましくは１０～８００ｍｂａｒ、特に好ましくは１０
０～４００ｍｂａｒの内部圧力に低下させて実施する。実際の反応に続く脱気手順の時間
は、１分～２４時間、好適には１０分～８時間である。脱気は、真空にせずに温度を上昇
させて行うことも可能である。
【００４７】
　好ましくは、ナノウレア分散体Ａ’）は、例えば撹拌により、真空と同時に完全に混合
する。
【００４８】
　水性分散体Ａ’）の製造は、好ましくは触媒の存在下で行う。
【００４９】
　ナノウレア分散体Ａ’）を調製するために用いる触媒は、例えば第３級アミン、錫化合
物、亜鉛化合物またはビスマス化合物または塩基性塩が挙げられる。
【００５０】
　適する触媒は、例えば塩化鉄（ＩＩ）、塩化亜鉛、錫塩、テトラアルキルアンモニウム
水酸化物、アルカリ金属水酸化物、アルカリ金属アルコキシド、１０～２０個の炭素原子
および適切な場合には側部ＯＨ基を有する長鎖脂肪酸のアルカリ金属塩、オクタン酸鉛ま
たは第３級アミン、例えば、トリエチルアミン、トリブチルアミン、ジメチルベンジルア
ミン、ジシクロヘキシルメチルアミン、ジメチルシクロヘキシルアミン、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，
Ｎ’－テトラメチルジアミノジエチルエーテル、ビス（ジメチルアミノプロピル）ウレア
、Ｎ－メチル－またはＮ－エチルモルホリン、Ｎ，Ｎ’－ジモルホリノジエチルエーテル
（ＤＭＤＥＥ）、Ｎ－シクロヘキシルモルホリン、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラメチルエ
チレンジアミン、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラメチルブタンジアミン、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ
’－テトラメチルヘキサンジアミン－１，６、ペンタメチルジエチレントリアミン、ジメ
チルピペラジン、Ｎ－ジメチルアミノエチルピペリジン、１，２－ジメチルイミダゾール
、Ｎ－ヒドロキシプロピルイミダゾール、１－アザビシクロ（２．２．０）オクタン、１
，４－ジアザビシクロ（２．２．２）オクタン（Ｄａｂｃｏ）またはアルカノールアミン
化合物、例えばトリエタノールアミン、トリイソプロパノールアミン、Ｎ－メチル－およ
びＮ－エチル－ジエタノールアミン、ジメチルアミノエタノール、２－（Ｎ，Ｎ－ジメチ
ルアミノエトキシ）エタノールまたはＮ－トリス（ジアルキルアミノアルキル）ヘキサヒ
ドロトリアジン、例えばＮ，Ｎ’，Ｎ－トリス（ジメチルアミノプロピル）－ｓ－ヘキサ
ヒドロトリアジンである。
【００５１】
　第３級アミン、例えばトリブチルアミン、トリエチルアミン、エチルジイソプロピルア
ミンまたは１，４－ジアザビシクロ［２．２．２］オクタンなどは好適である。好適な錫
化合物は、錫ジオクトエート、錫ジエチルヘキソエート、ジブチル錫ジラウレートまたは
ジブチルジラウリル錫メルカプチドである。２，３－ジメチル－３，４，５，６－テトラ
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ヒドロピリミジン、テトラメチルアンモニウム水酸化物、水酸化ナトリウム、ナトリウム
メトキシドまたはカリウムイソプロポキシドである。
【００５２】
　特に好適な触媒は、水酸化ナトリウム、トリエチルアミン、エチルジイソプロピルアミ
ンまたは１，４－ジアザビシクロ［２．２．２］オクタンである。
【００５３】
　触媒は、得られる分散体の全固形分量を基準に、０～８重量％、好ましくは０．０５～
５重量％、より好ましくは０．１～３重量％の量で用いる。
【００５４】
　触媒は、親水性化ポリイソシアネートｉ）と、または分散水と混合してもよく、または
ポリイソシアネートｉ）を水中に分散した後、添加してよい。ポリイソシアネートｉ）の
添加前に分散水に触媒を混合することも好適である。触媒を分割して、反応過程の間に異
なった箇所に添加することもできる。
【００５５】
　溶媒、例えばＮ－メチルピロリドン、Ｎ－エチルピロリドン、メトキシプロピルアセテ
ート、ジメチルスルホキシド、メトキシプロプルアセテート、アセトンおよび／またはメ
チルエチルケトンなどを、分散前に親水性化ポリイソシアネートｉ）に添加することも可
能である。反応および分散の完了後、揮発性溶媒、例えばアセトンおよび／またはメチル
エチルケトンなどを蒸留によって除去することが可能である。溶媒なしでまたはアセトン
またはメチルエチルケトンを用いて調製することが好ましく、特に有機溶媒なしで調製す
ることが好ましい。
【００５６】
　原則として、大気圧、大気圧より低い圧力または大気圧より高い圧力で水を除去するこ
とが可能である。ある特に好ましい変法においては、水は蒸留により除去され、減圧下お
よび／または高温下で操作することが可能である。
【００５７】
　水の分離のための他の技術、例えば薄膜法または水除去性乾燥剤、例えばシリカゲルま
たはゼオライト等の使用も可能である。異なった脱水技術の同時または連続した組み合わ
せも可能である。添加剤を用いる水の分離、例えば水の簡易化蒸留除去のための添加溶剤
の混合も可能である。
【００５８】
　特に好ましくは、凍結乾燥法または噴霧乾燥により乾燥させることであり、極めて特に
好ましくは噴霧乾燥である。
【００５９】
　噴霧乾燥は、従来法により行うことができる。例えば、処理は、回転噴霧器、圧力噴霧
器を用いて、または空気霧化により行ってよい。しかしながら、好ましくは、圧力噴霧器
を用いて操作することである。
【００６０】
　噴霧乾燥のために、特に加熱ガス、とりわけ加熱活性ガス、好ましくは加熱空気または
加熱窒素を乾燥のために用いる。該ガスは、好ましくは、ノズルによる個別放出速度にて
、噴霧粒子での温度が、一方では、水または溶媒の良好な気化が確保され、他方では、噴
霧粒子についての温度が高くとも凝集／架橋等が起こらないような高さであるように加熱
される。噴霧粒子での温度は、特に好ましくは高くても８０℃、極めて特に好ましくは３
０～７０℃であるべきである。５０～１７０℃の温度に加熱されたガスを、特に好ましく
用いる。しかしながら、水を気化するのに必要な熱の量は当然ながら、部分的または完全
に、他の方法、例えば放射加熱により導入することもできる。
【００６１】
　噴霧乾燥のために用いる噴霧すべき分散体は、好ましくは５～６０重量％、特に好まし
くは２０～５０重量％の固形分を有する。
【００６２】
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　粒子の噴霧は、回転式噴霧器により、圧力式噴霧器によりまたは空気霧化により、好ま
しくは回転式噴霧器により行うことができる。回転式噴霧器の使用は、狭い粒度分布を有
する極めて微細に分割されたパウダーが得られる利点を有する。さらに、特に、回転式噴
霧器を用いる噴霧乾燥の場合には、得られる比較的大きいパウダー粒子はより小さい粒子
の１次凝集体である。
【００６３】
　必要に応じて、噴霧乾燥の後にふるい操作（特にウィンドシフター）を行うことができ
る。
【００６４】
　回転式噴霧器の使用の場合には、液体圧力は、通常２～３バールである。空気霧化また
は圧力式噴霧器の使用の場合には、液体圧力は好ましくは２０～５０バールである。
【００６５】
　回転式噴霧器の場合には、設備の直径は、好ましくは２．５および３．５ｍの間であり
、長さは好ましくは４．５～５．５ｍである。乾燥のために用いるガスの温度は、上記の
制限内であり、好ましくは１００～２００℃である。乾燥ガス、好ましくは乾燥空気の量
は、１時間あたり好ましくは１０００～５５００立方メートル（ＳＴＰ）である。
【００６６】
　圧力噴霧器および空気霧化の場合には、処理は同様に不活性ガスまたは空気を用いる従
来の設備を用いて行う。空気霧化の場合には、用いる噴霧空気またはガスの量は、噴霧す
べき物質１トンあたり通常約１トンであり、処理は好ましくは微細ノズルを用いて行う。
【００６７】
　噴霧乾燥中のノズルにより通気乾燥速度を好ましくは、例えばＮｉｒｏ　Ａｔｏｍｉｚ
ｅｒからの設備により、１分あたり５０ｍｌ～８００ｍｌを噴霧するように調節する。
【００６８】
　噴霧乾燥により製造されたパウダーは通常、５および５０μｍの間の平均粒度を有する
。パウダーを回転噴霧器を用いて噴霧乾燥する場合には、その場合、平均粒度は、通常１
５μｍ未満である。空気噴霧を用いる場合、平均粒度は通常５０μｍ未満であり、圧力噴
霧器を用いる場合、平均粒度は通常２０～８０μｍである。平均粒度は、例えば用いる分
散体の濃度、ノズル径、ノズル形状、ノズルによる側方浸透流速度または温度および乾燥
ガスの流速により影響を受けることがあり、当業者が、上記のパラメーターを変化させる
ことにより日常実験により粒度を確立することが可能である。
【００６９】
　パウダーの狭い粒度分布が望ましい場合には、噴霧乾燥の後に、ふるいを、特にウィン
ドシフターを用いて行うこともできる。これにより、例えば５～２５μｍ、好ましくは８
～２０μｍに平均粒度を調節することも可能である。場合により望ましくない粗いまたは
微細な画分の除去も可能である。乾燥後、得られるパウダーをさらに粉砕することができ
る。
【００７０】
　用いることができる噴霧乾燥機の例は、Ｎｉｒｏ（デンマーク）、Ａｎｈｙｄｒｏ（デ
ンマーク）、Ｎｕｂｉｌｏｓａ、Ｃａｌｄｙｎ、Ｂｕｅｃｈｉ、ＡＰＶ、Ｔｒｅｍａ等か
らの機器である。
【００７１】
　本発明による粒子の製造の間、共溶媒、消泡剤、表面活性成分および他の助剤および添
加剤を用いることも可能である。他の分散ナノ粒子、例えば二酸化ケイ素のコロイド分散
水溶液等の混合も可能である。揮発性共溶媒を用いる場合には、これらはまた、例えば水
の除去と共に、本発明によるナノウレア分散体Ａ）から除去することができる。共溶媒を
用いずに処理することが好ましい。
【００７２】
　離型剤、例えばタルク等の添加も可能である。添加は、ナノウレア分散体の乾燥前、乾
燥中または乾燥後に行うことができる。
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【００７３】
　染料、芳香物質、顔料および活性成分を添加することも可能である。
【００７４】
　出発分散体に添加することができるさらなる添加剤は、例えば触媒、皮膜形成性ポリマ
ー、安定剤、光保護剤、抗酸化剤、殺生物剤、顔料および／または充填剤である。添加は
、ナノウレア分散体の製造前、製造中または製造後に行うことができる。
【００７５】
　本発明による粒子は、例えば添加剤、バインダーまたは助剤または添加剤等として、例
えば被覆組成物、表面被覆物、塗料、接着剤、積層材料、シーラント、印刷インキ、イン
キ、着色剤、染料、エッチング剤、腐食抑制剤および防錆剤、含浸剤、潤滑油、スリップ
剤、離型剤またはクーラント、柔軟剤、フロー剤、反応性シンナー、添加剤のために、化
粧品においてまたは化粧品原料として、調合薬処方物の製造のため、油中において、日焼
け保護組成物中において、増粘剤中においてまたは増粘剤として、クリーナー中において
およびクリーナーとして、前処理剤中においておよび前処理剤として、全種類の食料にお
いて用いることができる。
【００７６】
　本発明による粒子は、例えば撹拌器を用いる組み込み、または他の種類の導入、例えば
循環ポンプ、静的ミキサー、棘付ミキサー、ノズルジェット分散機、回転子および固定子
等を用いる組み込み、押出機における、３本ロール装置におけるまたは超音波の作用下で
の組み込みにより組み込むことができる。
【００７７】
　本発明による粒子の使用に好ましい実施例は、化粧品、被覆組成物、シーラントまたは
接着剤への組み込みである。
【００７８】
　本発明によるナノウレアパウダーの特に好ましい用途を以下に記載する。該用途は、化
粧品におけるその使用に関する。
【００７９】
　化粧品生成物を選択する場合には、消費者は、化粧品組成物を適用する場合および該生
成物を化粧品組成物中に浸した後、化粧品組成物の皮膚感触に特に注意を払う。とりわけ
、皮膚化粧品生成物の場合には、親水性保湿剤、例えば保護バリア物質（例えば鉱油また
は極性油等）としてのグリセリンおよび脂質等の水分損失に対抗するための使用により、
ベタベタした、ときおり粘着性の皮膜の形成が生じる。
【００８０】
　従って、本発明は、皮膚または毛髪に塗る間に滑らかな特性を有する化粧品組成物を提
供する。本発明では、「滑らかな特性」とは本質的に、皮膚または毛髪への適用により、
化粧品組成物がベタベタせずさらさたした皮膚感触、好ましくは非粘着性の皮膚感触を有
することを意味すると理解される。
【００８１】
　装飾化粧品組成物は、処方物の種類に応じて、組成物の全重量を基準として８０重量％
までの染料、特に顔料から構成される。染料および／または顔料の高い画分は、適用によ
る粗い皮膚感触を残す欠点を有する。さらに、該組成物を、皮膚への塗布により分布させ
ることが困難であるため、先行技術からの多くの装飾化粧品組成物は、色の可視的な跡を
伴う色的に不均一なメイクアップ生成物を生じさせる。
【００８２】
　従って、通常、装飾化粧品組成物についての改良が必要である。皮膚への塗布により、
容易に分布させることができる着色的に均質なメイクアップを可視的な着色跡を伴わずに
形成する装飾化粧品組成物の開発が望まれている。装飾化粧品生成物の他の重要な特性、
例えば長期持続性等は、同時に、該方法において軽視されることとなる。
【００８３】
　本発明によれば、上記の目的は、上記の本発明によるポリウレアパウダー、および／ま
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たは架橋ナノウレアを含む非皮膜形成性ポリウレアの使用により達成される。用いること
ができる非皮膜形成性ポリウレア分散体は、本発明による上記のポリウレアパウダーが乾
燥により製造される任意のポリウレア分散体である。
【００８４】
化粧品組成物
　本発明によるナノウレアパウダーおよび／または非皮膜形成性ポリウレア分散体を含む
本発明による化粧品組成物は、水性溶液または水性アルコール性溶液、水中油型、水中シ
リコーン型、油中水型またはシリコーン中水型のエマルションおよび混合形態、多重エマ
ルション、例えば油中水中油型、水中油中水型のエマルション、ポリマー安定化エマルシ
ョン（いわゆる水分散体）、固体安定化エマルション（いわゆるピカリングエマルション
）、ＰＩＴ処方物およびパウダーの形態、毛髪および／または皮膚への使用のために、ク
リーム、ローション、フォーム、スプレー（ポンプスプレーまたはエアロゾル）、ゲル、
ゲルスプレー、油、油ゲル、ムース、ルースパウダー、コンパクトパウダーまたはスティ
ックの処方物の形態である。
【００８５】
　本発明の化粧品組成物は、本発明のナノウレアパウダーおよび／または非皮膜形成性ポ
リウレア分散体、ならびに必要に応じて、乳化剤、界面活性剤、防腐剤、香油、化粧品活
性成分、例えばフィタントリオール、ビタミンＡ、ＥおよびＣ、レチノール、ビサボロー
ル、パンテノール、有機および無機光保護剤、漂白剤、着色剤、毛髪染料、タンニング剤
、安定剤、ｐＨ調節剤、染料、塩、増粘剤、ゲル形成剤、濃度調節剤、シリコーン、保湿
剤、状態調節剤、皮膜形成剤、リファッティング剤およびさらなる従来法による添加剤か
らなる群から選択される、化粧品における従来法による活性成分および補助剤を含んでな
る。
【００８６】
　本発明の化粧品組成物は、とりわけ、
（１）スキンケア組成物、または
（２）毛髪化粧品組成物
として処方することができるが、本発明は、これらの特定の種類の化粧品組成物に限定さ
れない。
【００８７】
スキンケア組成物
　本発明では、化粧品組成物は、皮膚用化粧品組成物であってよい。皮膚用化粧品組成物
は、皮膚の洗浄、手入れおよび保護のための化粧品組成物として定義される。本発明では
、皮膚用化粧品組成物は、スキンケア生成物、日焼け止め組成物、日焼け後調製物、自己
タンニング組成物、装飾化粧品、洗剤、皮膚に使用するためのシャワーおよび入浴調製物
、フェイス化粧水、フェイスマスク、防虫調製物、フットケア組成物、髭剃り組成物、体
毛除去組成物、インティメントケア組成物、ベビーケア組成物、脱臭剤および制汗剤であ
る。
【００８８】
　本発明では、好ましい皮膚用化粧品組成物は、スキンケア生成物、日焼け止め組成物、
自己タンニング組成物および装飾化粧品である。
【００８９】
　スキンケア生成物は、皮膚、顔および／または身体へ適用して、皮膚における変化、例
えば皮膚の老化、乾燥等に対して保護するための化粧品組成物である。その処方に応じて
、本発明による組成物を、例えばフェイスクリーム、デイまたはナイトクリーム、アイク
リーム、抗しわクリーム、美白用生成物、ボディローション、含浸媒体、日焼け後調製物
等として用いることができる。場合によっては、本発明による組成物を医薬品生成物とし
て用いることが可能である。
【００９０】
　本発明では、防虫剤調製物は、昆虫、特にハエおよびダニ類からの保護および撃退のた
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めに外部に用いる調製物である。このような調製物では、皮膚上での芳香の外套の形成に
より、昆虫を皮膚から遠ざける活性成分を用いる。
【００９１】
　日焼け止め組成物は、短波および長波の太陽放射に対して皮膚を保護する組成物である
。日焼け止め組成物は、少なくとも１つの光保護性フィルター物質（ＵＶＡ、ＵＶＢおよ
び／または広帯域フィルター）を含んでなる。
【００９２】
　本発明の組成物は、本発明によるナノウレアパウダーおよび／または非皮膜形成性ポリ
ウレア分散体、保湿剤および必要に応じてさらなる化粧品および／または皮膚用の活性成
分、補助剤およびサプリメントを含むスキンケア生成物として処方することができる。
【００９３】
　本発明の組成物は、本発明による少なくとも１つのナノウレアパウダーおよび／または
非皮膜形成性ポリウレア分散体、虫除け活性成分および必要に応じてさらなる化粧品用お
よび／または皮膚用活性成分、補助剤およびサプリメントを含む虫除け調製物として処方
することができる。
【００９４】
　用いる虫除け活性成分は、有利には、エチル－３－（Ｎ－ｎ－ブチル－Ｎ－アセチルア
ミノ）プロピオネート（商品名Ｒｅｐｅｌｌｅｎｔ　３５３５として市販）、Ｎ，Ｎ－ジ
エチル－ｍ－トルアミド（いわゆるＤＥＥＴ）および２－ブチル２－（２－ヒドロキシエ
チル）ピペリジン－１－カルボキシレート（商品名Ｂａｙｒｅｐｅｌ（登録商標）として
市販）である。
【００９５】
　本発明による組成物は、本発明による少なくとも１つのナノウレアパウダーおよび／ま
たは非皮膜形成性ポリウレア分散体、少なくとも１以上の光保護フィルター物質および必
要に応じてさらなる化粧品用および／または皮膚用活性成分、補助剤およびサプリメント
を含む日焼け止め組成物として処方することができる。
【００９６】
　光保護フィルター物質は、ＵＶＡ、ＵＶＢ、広帯域フィルターおよびこれらの混合物か
らなる群から選択することができる。
【００９７】
　本発明の組成物は、本発明による少なくとも１つのナノウレアパウダーおよび／または
非皮膜形成性ポリウレア分散体、少なくとも１以上の自己タンニング物質および必要に応
じてさらなる化粧品用および／または皮膚用活性成分、補助剤およびサプリメントを含む
自己タンニング調製物として処方することができる。
【００９８】
　日光タンニング組成物は、グリセロールアルデヒド、ヒドロキシメチルグリオキサル、
γ－ジアルデヒド、エリトルローズ（ｅｒｙｔｈｒｕｌｏｓｅ）、５－ヒドロキシ－１，
４－ナフトキノン、２－ヒドロキシ－１，４－ナフトキノン、１，３－ジヒドロキシアセ
トン（ＤＨＡ）、６－アルド－Ｄ－フルクトースおよびニンヒドリンからなる群から好ま
しく選択される少なくとも１以上の自己タンニング物質を含んでなる。
【００９９】
　装飾化粧品処方物は、ヒトの皮膚、粘膜、半粘膜、毛髪および爪を色的に新しくするた
めの化粧品組成物である。本発明による装飾処方物は、色を変化させてまたは身体をメイ
クアップして、例えば目の回りの環、不均一な顔色またはさらなる欠陥、例えば赤み、跡
、しわまたは染み等に対抗するための、メイクアップ（ファンデーション）、着色（デイ
）クリーム、ブラッシャー、口紅、マスカラ、アイライナー、コールペンシル、アイシャ
ドウ、リップスティック、リップグロスであってよい。装飾生成物のリストは、当然、本
発明の範囲内で制限するものではない。
【０１００】
　本発明の組成物は、本発明の少なくとも１つのナノウレアパウダーおよび／または非皮
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膜形成性ポリウレア分散体、少なくとも１つの染料および必要に応じてさらなる化粧品お
よび／または皮膚用活性成分、補助剤およびサプリメントを含む装飾化粧品組成物として
処方することができる。染料は、可溶性染料、無機顔料、例えば酸化鉄および酸化クロム
、ウルトラマリン、マンガンバイオレット等、有機顔料および真珠層の群から選択される
。
【０１０１】
　本発明の皮膚用化粧品組成物は、固体（スティック）、液体（ローション、ケアオイル
）または半固体（クリーム、軟膏またはゲル状生成物）であり得る。本発明の組成物は、
例えば水中油型エマルション、水中シリコーン型エマルション、油中水型エマルション、
シリコーン中水型エマルション、油中水中油型エマルションまたは水中油中水型エマルシ
ョンの形態で存在してよい。本発明の組成物は、高圧ガスを用いて発泡させることもでき
る（いわゆる、ムース）。上記のエマルションは、Ｏ／Ｗ、Ｗ／ＯまたはＷ／Ｓｉ乳化剤
、増粘剤（例えば水分散体の場合）または固体（例えばピカリングエマルション等）によ
り安定化することができる。本発明の処方物は、ルースパウダーまたはコンパクトパウダ
ーの形態であってよい。
【０１０２】
毛髪化粧品組成物
　本発明の範囲内での好ましい使用は、本発明によるパウダーの使用および／またはパー
マネントウェーブのための中和剤、カールリラクサー、スタイリングラップローション、
毛髪セット組成物、毛髪成形組成物、毛髪着色剤、毛髪処理およびシャンプーからなる群
から選択される毛髪化粧品組成物中での非皮膜形成性ポリウレア分散体の使用である。
【０１０３】
　本発明による毛髪化粧品組成物は、本発明による少なくとも１つのパウダーおよび／ま
たは非皮膜形成性ポリウレア分散体、コンディショナー、皮膜形成剤、および界面活性剤
、および必要に応じてさらなる化粧品および／または皮膚用活性成分、補助剤およびサプ
リメントからなる群から選択される少なくとも１つの成分を含んでなる。
【０１０４】
本発明の化粧品組成物のための成分
油、脂肪、ワックス
　好ましくは、本発明の皮膚および毛髪化粧品組成物は、不揮発性油および／または揮発
性油、脂肪および／またはワックスを含んでなる。
【０１０５】
　不揮発油および脂肪は、鉱油、動物油、植物油または合成起源油、極性油または無極性
油、およびそれらの混合物からなる群から有利に選択される。本発明の組成物の不揮発油
および脂肪は、有利には以下の物質の群から選択することができる：
鉱油、極性油、例えばカプリン酸またはカプリル酸のトリグリセリド、また、天然油、例
えばヒマシ油等；
脂肪、天然脂肪体および合成脂肪体、好ましくは脂肪酸と炭素数の少ないアルコール（例
えばイソプロパノール、プロピレングリコールまたはグリセロール）とのエステルまたは
脂肪アルコールと炭素数の少ないアルカン酸または脂肪酸とのエステル；
アルキルベンゾエート；シリコーン油、例えばジメチルポリシロキサン、ジエチルポリシ
ロキサン、ジフェニルポリシロキサンおよびそれらの混合形態。
【０１０６】
　極性油は、有利には、以下からなる群から選択される：
ａ）３～３０個の炭素原子の鎖長の飽和および／または不飽和、分枝状および／または非
分枝状アルカンカルボン酸と３～３０個の炭素原子の鎖長の飽和および／または不飽和、
分枝状および／または非分枝状アルコールとのエステル、
ｂ）芳香族カルボン酸と３～３０個の炭素原子の鎖長の飽和および／または不飽和、分枝
状および／または非分枝状アルコールとのエステル、
（そして、そのようなエステル油は、有利には、以下の群から選択される：イソプロピル
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ミリステート、イソプロピルパルミテート、イソプロピルステアレート、イソプロピルオ
レエート、ｎ－ブチルステアレート、ｎ－ヘキシルラウレート、ｎ－デシルオレエート、
イソオクチルステアレート、イソノニルステアレート、イソノニルイソノナノエート、イ
ソトリデシルイソノナノエート、２－エチルヘキシルパルミテート、２－エチルヘキシル
ラウレート、２－エチルヘキシルイソステアレート、２－ヘキシルデシルステアレート、
２－オクチルドデシルパルミテート、２－エチルヘキシルココエート、オレイルオレエー
ト、オレイルエルケート、エルシルオレエート、エルシルエルケート、ジカプリリルカー
ボネート（Ｃｅｔｉｏｌ　ＣＣ）およびココグリセリド（Ｍｙｒｉｔｏｌ　３３１）、お
よびそのようなエステルの合成、半合成および天然の混合物、例えばホホバ油。）
ｃ）アルキルベンゾエート、Ｃ１２～１５－アルキルベンゾエート（Ｆｉｎｅｔｅｘ社製
Ｆｉｎｓｏｌｖ（登録商標）　ＴＮ）または２－フェニルエチルベンゾエート（ＩＳＰ社
製Ｘ－Ｔｅｎｄ　２２６）、
ｄ）レシチンおよび脂肪酸トリグリセリド、８～２４個、特に１２～１８個の炭素原子の
鎖長の飽和および／または不飽和、分枝状および／または非分枝状アルカンカルボン酸の
トリグリセロールエステル（例えば、脂肪酸トリグリセリドは、ココグリセリド、オリー
ブ油、ヒマワリ油、大豆油、ピーナッツ油、菜種油、アーモンド油、パーム油、ココナツ
油、ひまし油、小麦胚種油、グレープシード油、アザミ油、月見草油、マカダミアナッツ
油、杏仁油、アボカド油などからなる群から選択され得る。）、
ｅ）ジアルキルエーテルおよびジアルキルカーボネート（例えばジカプリリルエーテル（
Ｃｏｇｎｉｓ社製Ｃｅｔｉｏｌ（登録商標）　ＯＥ）および／またはジカプリリルカーボ
ネート（例えばＣｏｇｎｉｓ社製Ｃｅｔｉｏｌ（登録商標）　ＣＣ）が好ましい。）、
ｆ）飽和または不飽和、分枝状または非分枝状アルコール、例えばオクチルドデカノール
。
【０１０７】
　不揮発性油は、有利には、分枝状および非分枝状炭化水素、特に、鉱油、ワセリン、パ
ラフィン油、スクアランおよびスクアレン、ポリオレフィン、例えば、ポリデセン、水素
化ポリイソブテン、Ｃ１３～１６イソパラフィンおよびイソヘキサデカンからなる群から
選択される非極性油であってもよい。
【０１０８】
　非極性不揮発性油は、不揮発性シリコーン油から選択され得る。
【０１０９】
　不揮発性シリコーン油のうち、任意にフェニル化されていてよいポリジメチルシロキサ
ン（ＰＤＭＳ）、例えばフェニルトリメチコン、または任意に脂肪族基および／または芳
香族基或いは官能基（例えば、ヒドロキシ基、チオール基および／またはアミノ基）で置
換されていてよいポリジメチルシロキサン；脂肪酸、脂肪アルコールまたはポリオキシア
ルキレンで変性されたポリシロキサン、およびそれらの混合物を挙げることができる。
【０１１０】
　特に有利な油は、２－エチルヘキシルイソステアレート、オクチルドデカノール、イソ
トリデシルイソノナノエート、イソエイコサン、２－エチルヘキシルココエート、Ｃ１２
～１５アルキルベンゾエート、カプリル酸／カプリン酸トリグリセリド、ジカプリリルエ
ーテル、鉱油、ジカプリリルカーボネート、ココグリセリド、ブチレングリコールジカプ
リレート／ジカプレート、水素化ポリイソブテン、セタリルイソノナノエート、イソデシ
ルネオペンタノエート、スクアラン、Ｃ１３～１６イソパラフィンである。
【０１１１】
　本発明による組成物は、ワックスを含むこともできる。
【０１１２】
　本明細書では、ワックスを、室温（２５℃）で固体であり、３０～２００℃の融点で可
逆性の固体／液体状態変化を示す親油性脂肪物質と定義する。融点を超えると、ワックス
は低粘度であり、油と混合できるようになる。
【０１１３】
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　ワックスは、有利には、天然ワックス、例えば、綿蝋、カルナウバ蝋、カンデリラ蝋、
アフリカハネガヤ蝋、木蝋、モンタン蝋、サトウキビ蝋、密蝋、羊毛蝋、セラック、マイ
クロワックス、セレシン、オゾケライト、オウリカリ蝋、コルク繊維蝋、亜炭ワックス、
ベリー蝋、シアバター、または合成ワックス、例えば、パラフィンワックス、ポリエチレ
ンワックス、Ｆｉｓｃｈｅｒ－Ｔｒｏｐｓｃｈ合成によって製造されたワックス、硬化油
、２５℃で固体である脂肪酸エステルおよびグリセリド、シリコーンワックスおよび誘導
体（アルキル誘導体、アルコキシ誘導体、および／またはポリメチルシロキサンエステル
）、並びにそれらの混合物からなる群から選択される。ワックスは、既知の方法（例えば
、「Ｍｉｃｒｏｅｍｕｌｓｉｏｎｓ　Ｔｈｅｏｒｙ　ａｎｄ　Ｐｒａｃｔｉｃｅ」、Ｌ．
Ｍ．　Ｐｒｉｎｃｅ　Ｅｄ．、Ａｃａｄｅｍｉｃ　Ｐｒｅｓｓ　（１９７７年）、第２１
～３２頁に記載の方法）によって調製できるコロイド状ワックス粒子の安定な分散体とし
て存在できる。
【０１１４】
　本発明による組成物は、揮発性の炭化水素油、シリコーン化油またはフッ素化油からな
る群から選択される揮発性油を含んでなることもできる。
【０１１５】
　本発明では、揮発性油は、室温および大気圧で皮膚と接触した際、１時間未満に蒸発す
る油である。揮発性油は、室温で液体であり、室温および大気圧で好ましくは０．１３～
４０，０００Ｐａ（１０－３～３００ｍｇＨｇ）、特に１．３～１３，０００Ｐａ（０．
０１～１００ｍｍＨｇ）、特に好ましくは１．３～１３００Ｐａ（０．０１～１０ｍｍＨ
ｇ）の蒸気圧および１５０～２６０℃、好ましくは１７０～２５０℃の沸点を有する。
【０１１６】
　炭化水素油は、炭素原子および水素原子および任意に酸素原子または窒素原子から本質
的に形成され、ケイ素原子またはフッ素原子を含有しない、油を意味すると理解される。
炭化水素油は、炭素原子および水素原子からなることもできる。しかしながら、炭化水素
油は、少なくとも１つのエステル基、エーテル基、アミノ基またはアミド基を含有しても
よい。
【０１１７】
　シリコーン化油は、少なくとも１個のケイ素原子、特にＳｉ－Ｏ基を含有する油を意味
すると理解される。
【０１１８】
　フッ素化油は、少なくとも１個のフッ素原子を含む油を意味すると理解される。
【０１１９】
　本発明の揮発性炭化水素油は、通常４０～１０２℃、好ましくは４０～５５℃、より好
ましくは４０～５０℃の引火点を有する炭化水素油から選択され得る。
【０１２０】
　例えば、揮発性炭化水素油は、８～１６個の炭素原子を有するものおよびそれらの混合
物、特に、分枝状Ｃ８～１６アルカン、例えばＣ８～１６イソアルカン（イソパラフィン
とも称される）、イソドデカン、イソデカン、イソヘキサデカン、および例えばIsoparｓ
（登録商標）またはＰｅｒｍｅｔｙｌｓ（登録商標）の商標名で供給されている油；分枝
状Ｃ８～１６エステル、例えばイソヘキシルネオペンタノエートおよびそれらの混合物で
ある。
【０１２１】
　イソドデカン、イソデカンおよびイソヘキサデカンのような揮発性炭化水素油が、特に
有利である。
【０１２２】
　本発明の揮発性シリコーン化油は、通常４０～１０２℃、好ましくは５５℃超および最
大９５℃、特に好ましくは６５～９５℃の範囲の引火点を有するシリコーン化油から選択
され得る。
【０１２３】
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　例えば、揮発性シリコーン化油のために、２～７個のケイ素原子を含有する直鎖または
環状シリコーン油を挙げることができるが、これらのシリコーンは任意に、１～１０個の
炭素原子を含有するアルキル基またはアルコキシ基を含有してよい。
【０１２４】
　オクタメチルシクロテトラシロキサン、デカメチルシクロペンタシロキサン、ドデカメ
チルシクロヘキサシロキサン、ヘプタメチルヘキシルトリシロキサン、ヘプタメチルオク
チルトリシロキサン、ヘキサメチルジシロキサン、オクタメチルトリシロキサン、デカメ
チルテトラシロキサン、ドデカメチルペンタシロキサンおよびそれらの混合物のような揮
発性シリコーン化油が、特に有利である。
【０１２５】
　揮発性フッ素化油は一般に引火点を有さない。
【０１２６】
　例えば、揮発性フッ素化油は、ノナフルオロエトキシブタン、ノナフルオロメトキシブ
タン、デカフルオロペンタン、テトラデカフルオロヘキサン、ドデカフルオロペンタンお
よびそれらの混合物である。
【０１２７】
　存在するならば、本発明の組成物の脂肪相は、不揮発性油および／または揮発性油、脂
肪ならびにワックスを含むことができる。Ｏ／Ｗ型組成物は、いずれの場合にも組成物の
総重量を基準として、好ましくは０．０１～４５重量％の油、特に好ましくは０．０１～
２０重量％の油を含んでなる。Ｗ／Ｏ型組成物またはＷ／Ｓｉ型組成物は、好ましくは、
組成物の総重量を基準として少なくとも２０重量％の油を含んでなる。
【０１２８】
増粘剤
　本発明の組成物は、水相が存在する場合、有利には、増粘剤（水相の）を含み得る。有
利な増粘剤は以下である：
・架橋または未架橋のアクリル酸またはメタクリル酸のホモポリマーまたはコポリマー。
それらは、メタクリル酸またはアクリル酸の架橋ホモポリマー、アクリル酸および／また
はメタクリル酸と他のアクリロイルモノマーまたはビニルモノマーに由来するモノマー（
例えば、Ｃ１０～３０アルキルアクリレート、Ｃ１０～３０アルキルメタクリレート、酢
酸ビニルおよびビニルピロリドン）とのコポリマーを包含する。
・例えばセルロース、グアーガム、キサンタン、スクレログルカン、ジェランガム、ラム
サンゴムおよびカラヤゴム、アルギネート、マルトデキストリン、デンプンおよびその誘
導体、イナゴマメ粉、ヒアルロン酸、カラギーナンに基づく、天然起源の増粘性ポリマー
、
・例えばポリエチレングリコールおよびその誘導体またはポリウレタンに基づく、非イオ
ン性、アニオン性、カチオン性または両性の会合性ポリマー、
・アクリルアミドまたはメタクリルアミドに基づく架橋または未架橋のホモポリマーまた
はコポリマー、例えば２－アクリルアミド－２－メチルプロパンスルホン酸のホモポリマ
ー、アクリルアミドまたはメタクリルアミドおよびメタクリロイルオキシエチルトリメチ
ルアンモニウムクロリドのコポリマー、またはアクリルアミドおよび２－アクリルアミド
－２－メチルプロパンスルホン酸のコポリマー。
【０１２９】
　特に有利な増粘剤は、天然起源の増粘性ポリマー、架橋アクリル酸またはメタクリル酸
のホモポリマーまたはコポリマー、および２－アクリルアミド－２－メチルプロパンスル
ホン酸の架橋コポリマーである。
【０１３０】
　特に有利な増粘剤は、キサンタンガム、例えば、ＣＰ　ＫｅｌｃｏによってＫｅｌｔｒ
ｏｌ（登録商標）およびＫｅｌｚａ（登録商標）の名称で供給されている生成物、または
ＲＨＯＤＩＡからＲｈｏｄｏｐｏｌの名称で供給されている生成物、およびグアーガム、
例えばＲＨＯＤＩＡからＪａｇｕａｒ（登録商標）　ＨＰ１０５の名称で入手可能な生成
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物である。
【０１３１】
　特に有利な増粘剤は、ＬｕｂｒｉｚｏｌからＣａｒｂｏｐｏｌ（登録商標）　９４０、
Ｃａｒｂｏｐｏｌ（登録商標）　９４１、Ｃａｒｂｏｐｏｌ（登録商標）　９８０、Ｃａ
ｒｂｏｐｏｌ（登録商標）　９８１、Ｃａｒｂｏｐｏｌ（登録商標）　ＥＴＤ　２００１
、Ｃａｒｂｏｐｏｌ（登録商標）　ＥＤＴ　２０５０、Ｃａｒｂｏｐｏｌ（登録商標）　
２９８４、Ｃａｒｂｏｐｏｌ（登録商標）　５９８４およびＣａｒｂｏｐｏｌ（登録商標
）　Ｕｌｔｒｅｚ　１０の名称で、３ＶからＳｙｎｔｈａｌｅｎ（登録商標）　Ｋ、Ｓｙ
ｎｔｈａｌｅｎ（登録商標）　ＬおよびＳｙｎｔｈａｌｅｎ（登録商標）　ＭＳの名称で
市販されている、メタクリル酸またはアクリル酸の架橋ホモポリマーである。
【０１３２】
　特に有利な増粘剤は、アクリル酸またはメタクリル酸およびＣ１０～３０－アルキルア
クリレートまたはＣ１０～３０－アルキルメタクリレートの架橋コポリマー、並びにアク
リル酸またはメタクリル酸およびビニルピロリドンのコポリマーである。そのようなコポ
リマーは、例えばＬｕｂｒｉｚｏｌからＣａｒｂｏｐｏｌ（登録商標）　１３４２、Ｃａ
ｒｂｏｐｏｌ（登録商標）　１３８２、Ｐｅｍｕｌｅｎ（登録商標）　ＴＲ１またはＰｅ
ｍｕｌｅｎ（登録商標）　ＴＲ２の名称で、ＩＳＰ社からＵｌｔｒａｔｈｉｘ　Ｐ－１０
０（ＩＮＣＩ：アクリル酸／ＶＰ架橋ポリマー）の名称で市販されている。
【０１３３】
　特に有利な増粘剤は、２－アクリルアミド－２－メチルプロパンスルホン酸の架橋コポ
リマーである。そのようなコポリマーは、例えば、ＣｌａｒｉａｎｔからＡｒｉｓｔｏｆ
ｌｅｘ（登録商標）　ＡＶＣ（ＩＮＣＩ：アンモニウムアクリロイルジメチルタウレート
／ＶＰコポリマー）の名称で入手可能である。
【０１３４】
　これらの増粘剤は通常、いずれの場合にも本発明の組成物の総重量を基準として、約０
～２重量％、好ましくは０～１重量％の濃度で存在する。
【０１３５】
　油増粘剤は、有利には、水滴の沈降または凝集に対して本発明のＷ／Ｏ型エマルション
を安定化させるために使用され得る。油増粘剤はまた、油含有組成物中での稠度調節剤と
しても用い得る。
【０１３６】
　特に有利な油増粘剤は、有機変性クレー、例えば有機変性ベントナイト（Ｒｈｅｏｘ製
Ｂｅｎｔｏｎｅ（登録商標）　３４）、有機変性ヘクトライト（Ｒｈｅｏｘ製のＢｅｎｔ
ｏｎｅ（登録商標）　２７およびＢｅｎｔｏｎｅ（登録商標）　３８）または有機変性モ
ンモリロナイト、疎水性焼成シリカ（そのシラノール基は、トリメチルシロキシ基で（Ｄ
ｅｇｕｓｓａ製ＡＥＲＯＳＩＬ（登録商標）　Ｒ８１２）またはジメチルシロキシ基また
はポリジメチルシロキサン（Ｄｅｇｕｓｓａ製ＡＥＲＯＳＩＬ（登録商標）　Ｒ９７２、
ＡＥＲＯＳＩＬ（登録商標）　Ｒ９７４、Ｃａｂｏｔ製ＣＡＢ－Ｏ－ＳＩＬ（登録商標）
　ＴＳ－６１０、ＣＡＢ－Ｏ－ＳＩＬ（登録商標）　ＴＳ－７２０）で置換されている。
）、ステアリン酸マグネシウムまたはステアリン酸アルミニウム、またはスチレンコポリ
マー、例えばスチレン－ブタジエン－スチレン、スチレン－イソプロペン－スチレン、ス
チレン－エチレン／ブテン－スチレンまたはスチレン－エチレン／プロペン－スチレンで
ある。
【０１３７】
　脂肪相のための増粘剤は、いずれの場合にも組成物の総重量を基準として、通常０．１
～５重量％、好ましくは０．４～３重量％の量で存在できる。
【０１３８】
乳化剤
　本発明による組成物は、エマルション、例えば水中油型エマルション、水中シリコーン
型エマルション、油中水型エマルション、シリコーン中水型エマルション、油中水中油型
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エマルション、水中油中水型エマルション等の形態で乳化剤を含み得る。
【０１３９】
　当業者に知られている通り、乳化剤の選択は、本発明による組成物の用途形態に依存す
る。従って、本発明による水中油型エマルション（Ｏ／Ｗ）は、好ましくは７を越えるＨ
ＬＢ値を有する少なくとも１つの乳化剤および必要に応じて共乳化剤を含む。油中水（Ｗ
／Ｏ）型エマルションまたはシリコーン中水（Ｗ／Ｓｉ）型エマルションは、好ましくは
、８以下のＨＬＢ値を有する１種以上のシリコーン乳化剤（Ｗ／Ｓ型）または７未満のＨ
ＬＢ値を有する１種以上のＷ／Ｏ型乳化剤および１０超のＨＬＢ値を有する任意の１種以
上のＯ／Ｗ型乳化剤を含んでなる。
【０１４０】
　　Ｏ／Ｗ型乳化剤は、有利には、非イオン性乳化剤、アニオン性乳化剤、カチオン性乳
化剤または両性乳化剤の群から選択され得る。
【０１４１】
　非イオン性乳化剤は、以下を包含する：
ａ）多価アルコールの脂肪酸エステルおよび部分脂肪酸エステル並びにそれらのエトキシ
ル化誘導体、
ｂ）エトキシル化脂肪アルコールおよびエトキシル化脂肪酸、
ｃ）エトキシル化脂肪アミン、エトキシル化脂肪酸アミド、エトキシル化脂肪酸アルカノ
ールアミド、
ｄ）アルキルフェノールポリグリコールエーテル（例えば、Ｔｒｉｔｏｎ（登録商標）　
Ｘ）、および
ｅ）エトキシル化脂肪アルコールエーテル。
【０１４２】
　特に有利な非イオン性Ｏ／Ｗ型乳化剤は、エトキシル化脂肪アルコールまたはエトキシ
ル化脂肪酸、好ましくは、ＰＥＧ－１００　ステアレート、ＰＥＧ－４０　ステアレート
、ＰＥＧ－５０　ステアレート、セテアレス－２０、セテス－２０、ステアレス－２０、
セテアレス－１２、セテス－１２、ステアレス－１２、単糖類、オリゴ糖類または多糖類
と脂肪酸とのエステル、好ましくは、セテアリルグルコシド、メチルグルコースジステア
レート、グリセリルモノステアレート（自己乳化型）、ソルビタンエステル、例えば、ソ
ルビタンステアレート（Ｕｎｉｑｅｍａ社製のＴｗｅｅｎ（登録商標）　２０およびＴｗ
ｅｅｎ（登録商標）　６０）、ソルビタンパルミテート（Ｕｎｉｑｅｍａ社製のＳｐａｎ
（登録商標）　４０）、グリセリルステアリルシトレート、スクロースエステル、例えば
、スクロースステアレート、ＰＥＧ－２０　メチルグルコースセスキステアレート）、脂
肪アルコールのジカルボン酸エステル（ジミリスチルタータレート）である。
【０１４３】
　有利なアニオン性乳化剤は、石鹸（例えば、ステアリン酸またはパルミチン酸のナトリ
ウム塩またはトリエタノールアミン塩等）、クエン酸エステル（例えばグリセリルステア
レートシトレート等）、脂肪アルコールスルフェート、モノアルキルリン酸エステル、ジ
アルキルリン酸エステルおよびトリアルキルリン酸エステル、並びにそれらのエトキシレ
ートである。
【０１４４】
　カチオン性乳化剤は、長鎖脂肪族基含有第４級アンモニウム化合物、例えばジステアリ
ルジモニウムクロリドを包含する。
【０１４５】
　両性乳化剤は、以下を包含する：
ａ）アルキルアミノアルカンカルボン酸、
ｂ）ベタイン、スルホベタイン、および
ｃ）イミダゾリン誘導体。
【０１４６】
　更に、天然の乳化剤が存在し、それらは密蝋、羊毛脂、レシチンおよびステロールを包
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含する。
【０１４７】
　シリコーン乳化剤は、有利には、アルキルジメチコンコポリオール、例えばセチルＰＥ
Ｇ／ＰＰＧ　１０／１　ジメチコンコポリオール（Ｅｖｏｎｉｋ製ＡＢＩＬ（登録商標）
　ＥＭ　９０）、またはラウリルＰＥＧ／ＰＰＧ－１８／１８　ジメチコン（Ｄｏｗ　Ｃ
ｏｒｎｉｎｇ　Ｌｔｄ．製Ｄｏｗ　Ｃｏｒｎｉｎｇ（登録商標）　５２００）およびジメ
チコンコポリオール、例えばＰＥＧ－１０　ジメチコン（Ｓｈｉｎ　Ｅｔｓｕ社製ＫＦ－
６０１７）、ＰＥＧ／ＰＰＧ－１８／１８　ジメチコン（Ｄｏｗ　Ｃｏｒｎｉｎｇ　Ｌｔ
ｄ．製Ｄｏｗ　Ｃｏｒｎｉｎｇ　５２２５Ｃ）またはＰＥＧ／ＰＰＧ－　１９／１９　ジ
メチコン（Ｄｏｗ　Ｃｏｒｎｉｎｇ　Ｌｔｄ．社製Ｄｏｗ　Ｃｏｒｎｉｎｇ　ＢＹ－１１
　０３０）またはトリメチルシリルアモジメチコンを含んでなる群から選択され得る。
【０１４８】
　７未満のＨＬＢ値を有するＷ／Ｏ型乳化剤は、有利には、以下の群から選択され得る：
８～３０個の炭素原子を含有する脂肪アルコール、８～２４個、特に１２～１８個の炭素
原子の鎖長の飽和および／または不飽和、分枝状および／または非分枝状アルカンカルボ
ン酸のモノグリセロールエステル、８～２４個、特に１２～１８個の炭素原子の鎖長の飽
和および／または不飽和、分枝状および／または非分枝状アルカンカルボン酸のジグリセ
ロールエステル、８～２４個、特に１２～１８個の炭素原子の鎖長の飽和および／または
不飽和、分枝状および／または非分枝状アルコールのモノグリセロールエーテル、８～２
４個、特に１２～１８個の炭素原子の鎖長の飽和および／または不飽和、分枝状および／
または非分枝状アルコールのジグリセロールエーテル、８～２４個、特に１２～１８個の
炭素原子の鎖長の飽和および／または不飽和、分枝状および／または非分枝状アルカンカ
ルボン酸のプロピレングリコールエステル、および８～２４個、特に１２～１８個の炭素
原子の鎖長の飽和および／または不飽和、分枝状および／または非分枝状アルカンカルボ
ン酸のソルビタンエステル。
【０１４９】
　特に有利なＷ／Ｏ型乳化剤は以下である：グリセリルモノステアレート、グリセリルモ
ノイソステアレート、グリセリルモノミリステート、グリセリルモノオレエート、ジグリ
セリルモノステアレート、ジグリセリルモノイソステアレート、プロピレングリコールモ
ノステアレート、プロピレングリコールモノイソステアレート、プロピレングリコールモ
ノカプリレート、プロピレングリコールモノラウレート、ソルビタンモノイソステアレー
ト、ソルビタンモノラウレート、ソルビタンモノカプリレート、ソルビタンモノイソオレ
エート、スクロースジステアレート、セチルアルコール、ステアリルアルコール、アラキ
ジルアルコール、ベヘニルアルコール、イソベヘニルアルコール、セラキルアルコール、
キミルアルコール、ポリエチレングリコール（２）ステアリルエーテル（ステアレス－２
）、グリセリルモノラウレート、グリセリルモノカプレートおよびグリセリルモノカプリ
レート。
【０１５０】
　更なる可能なＷ／Ｏ型乳化剤は、化合物であるポリグリセリル－２－ジポリヒドロキシ
ステアレート、ＰＥＧ－３０ ジポリヒドロキシステアレート、セチルジメチコンコポリ
オールおよびポリグリセリル－３ ジイソステアレートからなる群から選択される。
【０１５１】
　１０超のＨＬＢ値を有するＯ／Ｗ型乳化剤は、有利には、レシチン、トリラウレス－４
ホスフェート、ポリソルベート－２０、ポリソルベート－６０、ＰＥＧ－２２ ドデシル
グリコールコポリマー、スクロースステアレートおよびスクロースラウレートを含んでな
る群から選択され得る。
【０１５２】
　使用できる本発明のＯ／Ｗ型エマルションに適した共乳化剤は、８～３０個の炭素原子
を含有する脂肪アルコール、８～２４個、特に１２～１８個の炭素原子の鎖長を有する飽
和または不飽和、分枝状または非分枝状アルカンカルボン酸のモノグリセロールエステル
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、８～２４個、特に１２～１８個の炭素原子の鎖長を有する飽和または不飽和、分枝状ま
たは非分枝状アルカンカルボン酸のプロピレングリコールエステル、および８～２４個、
特に１２～１８個の炭素原子の鎖長を有する飽和または不飽和、分枝状または非分枝状ア
ルカンカルボン酸のソルビタンエステルである。
【０１５３】
　特に有利な共乳化剤は、グリセリルモノステアレート、グリセリルモノオレエート、ジ
グリセリルモノステアレート、ソルビタンモノイソステアレート、スクロースジステアレ
ート、セチルアルコール、ステアリルアルコール、ベヘニルアルコール、イソベヘニルア
ルコールおよびポリエチレングリコール（２）ステアリルエーテル（ステアレス－２）で
ある。
【０１５４】
ＵＶフィルター
　本発明の組成物は、任意に日焼け止めフィルターをも含んでよく、日焼け止めフィルタ
ーの総量は、本発明の組成物の総重量を基準として０～３０重量％、有利には０～２０重
量％であり、特に有利には０～１０重量％である。日焼け止めフィルター（またはＵＶフ
ィルター）は、有機フィルター、物理的フィルターおよびそれらの混合物から選択され得
る。
【０１５５】
　本発明の組成物は、ＵＶ－Ａフィルター、ＵＶ－Ｂフィルターまたは広帯域フィルター
を含むことができる。使用する有機ＵＶフィルターは、油溶性または水溶性であってよい
。もちろん、以下に挙げる特定のＵＶフィルターに限定されない。
【０１５６】
　ＵＶ－Ｂフィルターの例は以下である：
（１）サリチル酸誘導体、特に、ホモメンチルサリチレート、オクチルサリチレートおよ
び４－イソプロピルベンジルサリチレート；
（２）桂皮酸誘導体、特に、２－エチルヘキシル　ｐ－メトキシシンナメート、Ｇｉｖａ
ｕｄａｎ社からＰａｒｓｏｌ　ＭＣＸ（登録商標）の名称で入手可能なもの、およびイソ
ペンチル　４－メトキシシンナメート；
（３）液状β，β’－ジフェニルアクリレート誘導体、特に、２－エチルヘキシル　α，
β’－ジフェニルアクリレート、またはオクトクリレン、ＢＡＳＦ社からＵＶＩＮＵＬ　
Ｎ５３９（登録商標）の名称で入手可能なもの；
（４）ｐ－アミノ安息香酸誘導体、特に、２－エチルヘキシル　４－（ジメチルアミノ）
ベンゾエート、アミル　４－（ジメチルアミノ）ベンゾエート；
（５）３－ベンジリデンカンファー誘導体、特にＭｅｒｃｋ社からＥＵＳＯＬＥＸ　６３
００（登録商標）の名称で市販されている３－（４－メチルベンジリデン）カンファー、
３－ベンジリデンカンファー、ベンジリデンカンファースルホン酸およびポリアクリルア
ミドメチルベンジリデンカンファー；
（６）２－フェニルベンズイミダゾール－５－スルホン酸、Ｍｅｒｃｋ社からＥＵＳＯＬ
ＥＸ　２３２（登録商標）の名称で入手可能なもの；
（７）１，３，５－トリアジン誘導体、特に、２，４，６－トリス［ｐ－（２’－エチル
ヘキシル－１’－オキシカルボニル）アニリノ］－１，３，５－トリアジン、ＢＡＳＦ社
からＵＶＩＮＵＬ　Ｔ１５０（登録商標）の名称で供給されているもの、およびジオクチ
ルブタミドトリアゾン、Ｓｉｇｍａ　３Ｖ社によってＵＶＡＳＯＲＢ　ＨＥＢ（登録商標
）の名称で供給されているもの；
（８）ベンザルマロン酸エステル、特に、ジ（２－エチルヘキシル）　４－メトキシベン
ザルマロネート、および３－（４－（２，２－ビスエトキシカルボニルビニル）－フェノ
キシ）プロペニル）メトキシシロキサン／ジメチルシロキサンコポリマー、Ｒｏｃｈｅ　
Ｖｉｔａｍｉｎｅｓ社からＰａｒｓｏｌ（登録商標）　ＳＬＸの名称で入手可能なもの；
および
（９）これらフィルターの混合物。
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【０１５７】
　ＵＶ－Ａフィルターの例は以下である：
（１）ジベンゾイルメタン誘導体、特に、４－（ｔ－ブチル）－４’－メトキシジベンゾ
イルメタン、Ｇｉｖａｕｄａｎ社によってＰＡＲＳＯＬ　１７８９（登録商標）の名称で
供給されているもの、および１－フェニル－３－（４’－イソプロピルフェニル）プロパ
ン－１，３－ジオン；
（２）Ｃｈｉｍｅｘ社からＭＥＸＯＲＹＬ　ＳＸ（登録商標）の名称で市販されている、
任意に完全にまたは部分的に中和されていてよい、ベンゼン－１，４－［ジ（３－メチリ
デンカンファー－１０－スルホン酸）］、
（３）ヘキシル　２－（４’－ジエチルアミノ－２’－ヒドロキシベンゾイル）ベンゾエ
ート（またアミノベンゾフェノン）；
（４）ベンゾフェノン基を有するポリオルガノシロキサンまたはシラン誘導体；
（５）アントラニレート、特に、メンチルアントラニレート、Ｓｙｍｒｉｓｅ社によって
ＮＥＯ　ＨＥＬＩＯＰＡＮ　ＭＡ（登録商標）の名称で供給されているもの；
（６）一分子あたり少なくとも２個のベンゾアゾリル基または少なくとも１個のベンゾジ
アゾリル基を含有する化合物、特に、１，４－ビス－ベンズイミダゾリルフェニレン－３
，３’，５，５’－テトラスルホン酸およびその塩、Ｓｙｍｒｉｓｅ社から市販されてい
るもの；
（７）ベンズイミダゾリルベンザゾールのケイ素誘導体、Ｎ－置換されたもの、またはベ
ンゾフラニルベンザゾールのケイ素誘導体、特に：
・２－［１－［３－［１，３，３，３－テトラメチル－１－［（トリメチルシリル）オキ
シ］ジシロキサニル］プロピル］－１Ｈ－ベンズイミダゾール－２－イル］ベンゾオキサ
ゾール；
・２－［１－［３－［１，３，３，３－テトラメチル－１－［（トリメチルシリル）オキ
シ］ジシロキサニル］プロピル］－１Ｈ－ベンズイミダゾール－２－イル］ベンゾチアゾ
ール；
・２－［１－（３－トリメチルシラニルプロピル）－１Ｈ－ベンズイミダゾール－２－イ
ル］ベンゾオキサゾール；
・６－メトキシ－１，１’－ビス（３－トリメチルシラニルプロピル）１Ｈ，１’Ｈ－［
２，２’］ジベンズイミダゾリルベンゾオキサゾール；
・２－［１－（３－トリメチルシラニルプロピル）－１Ｈ－ベンズイミダゾール－２－イ
ル］ベンゾチアゾール；ＥＰ－Ａ－１　０２８　１２０に記載されているもの；
（８）トリアジン誘導体、特に、２，４－ビス［５－１（ジメチルプロピル）ベンゾオキ
サゾール－２－イル－（４－フェニル）イミノ］－６－（２－エチルヘキシル）イミノ－
１，３，５－トリアジン、３Ｖ社によってＵｖａｓｏｒｂ（登録商標）Ｋ２Ａの名称で供
給されているもの；および
（９）それらの混合物。
【０１５８】
　広帯域フィルターの例は以下である：
（１）ベンゾフェノン誘導体、例えば、
・２，４－ジヒドロキシベンゾフェノン（ベンゾフェノン－１）；
・２，２’，４，４’－テトラヒドロキシベンゾフェノン（ベンゾフェノン－２）；
・２－ヒドロキシ－４－メトキシベンゾフェノン（ベンゾフェノン－３）、ＢＡＳＦ社か
らＵＮＩＶＮＵＬ　Ｍ４０（登録商標）の名称で入手可能なもの；
・２－ヒドロキシ－４－メトキシベンゾフェノン－５－スルホン酸（ベンゾフェノン－４
）、およびＢＡＳＦ社からＵＶＩＮＵＬ　ＭＳ４０（登録商標）の名称で市販されている
そのスルホネート形態のもの（ベンゾフェノン－５）；
・２，２’－ジヒドロキシ－４，４’－ジメトキシベンゾフェノン（ベンゾフェノン－６
－）；
・５－クロロ－２－ヒドロキシベンゾフェノン（ベンゾフェノン－７）；
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・２，２’－ジヒドロキシ－４－メトキシベンゾフェノン（ベンゾフェノン－８）；
・２，２’－ジヒドロキシ－４，４’－ジメトキシベンゾフェノン－５，５’－ジスルホ
ン酸のジナトリウム塩（ベンゾフェノン－９）；
・２－ヒドロキシ－４－メトキシ－４’－メチルベンゾフェノン（ベンゾフェノン－１０
）；
・２－ヒドロキシ－４－メトキシ－４’－メチルベンゾフェノン（ベンゾフェノン－１１
）；および
・２－ヒドロキシ－４－（オクチルオキシ）ベンゾフェノン（ベンゾフェノン－１２）；
（２）トリアジン誘導体、特に、２，４－ビス｛［４－２－エチルヘキシルオキシ）－２
－ヒドロキシ］－フェニル｝－６－（４－メトキシフェニル）－１，３，５－トリアジン
、Ｃｉｂａ　Ｇｅｉｇｙ社からＴＩＮＯＳＯＲＢ　Ｓ（登録商標）の名称で供給されてい
るもの、および２，２’－メチレンビス［６－（２Ｈ－ベンゾトリアゾール－２－イル）
４－（１，１，３，３－テトラメチルブチル）フェノール］、Ｃｉｂａ　Ｇｅｉｇｙ社か
らＴＩＮＯＳＯＲＢ　Ｍ（登録商標）の名称で入手可能なもの；および
（３）Ｄｒｏｍｅｔｒｉｚｏｌｅ　Ｔｒｉｓｉｌｏｘａｎｅ：ドロメトリゾールトリシロ
キサンのＩＮＣＩ名を有する２－（１Ｈ－ベンゾトリアゾール－２－イル）－４－メチル
－６－［２－メチル－３－［１，３，３，３－テトラメチル－１－［（トリメチルシリル
）オキシ］ジシロキサニル］プロピル］フェノール。
【０１５９】
　２種以上のフィルターの混合物、ＵＶ－Ｂフィルター、ＵＶ－Ａフィルターおよび広帯
域フィルターの混合物、並びに物理的フィルターとの混合物を使用することも可能である
。
【０１６０】
　物理的フィルターのうち、例えば、硫酸バリウム、酸化チタン（二酸化チタン、ルチル
および／またはアナターゼ形態での結晶質または非晶質）、酸化亜鉛、酸化鉄、酸化ジル
コニウム、酸化セリウム、酸化ケイ素、酸化マンガン、またはそれらの混合物を挙げるこ
とができる。金属酸化物は、マイクロメートル範囲またはナノメートル範囲に寸法を有す
る粒子状（ナノ顔料）で存在できる。
【０１６１】
　ナノ顔料の平均粒度は、例えば５～１００ｎｍである。
【０１６２】
染料
　適切な場合には、本発明の組成物は、親油性染料、親水性染料、顔料および真珠層の群
から選択される少なくとも１つの染料を含んでなる。本発明によれば、染料の濃度は、い
ずれの場合にも本発明の組成物の全重量を基準として、有利には０～４０重量％、特に有
利には０～３０重量％、極めて特に有利には０～２５重量％である。
【０１６３】
　例えば、親油性染料、例えばＳｕｄａｎ　Ｉ（黄色）、Ｓｕｄａｎ　ＩＩ（橙色）、　
Ｓｕｄａｎ　ＩＩＩ（赤色）、Ｓｕｄａｎ　ＩＶ（緋色）、ＤＣ　Ｒｅｄ　１７、ＤＣ　
Ｇｒｅｅｎ　６、β－ｃａｒｏｔｅｎｅ、大豆油、ＤＣ　Ｙｅｌｌｏｗ　１１、ＤＣ　Ｖ
ｉｏｌｅｔ　２、ＤＣ　Ｏｒａｎｇｅ　５およびＤＣ　Ｙｅｌｌｏｗ　１０等を用いるこ
とができる。
【０１６４】
　顔料は、化粧品または皮膚用の組成物に用いられる全ての無機または有機顔料であって
よい。本発明により用いる顔料は、例えば白色または着色されてよく、これらは、疎水性
処理組成物により被覆されてよくまたは未被覆であってよい。
【０１６５】
　顔料は有利には、金属酸化物、例えば鉄の酸化物等（特に黄色、赤色、褐色、黒色の酸
化物）、二酸化チタン、酸化亜鉛、酸化セリウム、酸化ジルコニウム、酸化クロム等；マ
ンガンバイオレット、ウルトラマリンブルー、プルシアンブルー、ウルトラマリンおよび
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アイアンブルー、ビスマス酸塩化物、真珠層、チタンまたはビスマス酸塩化物により被覆
されたマイカ顔料、着色真珠光沢顔料、例えば鉄酸化物によるチタン－マイカ顔料、特に
アイアンブルーまたは酸化クロムによるチタン－マイカ顔料、上記の種類の有機顔料によ
るチタン－マイカ顔料、ならびにビスマス酸酸化物をベースとする真珠光沢顔料、カーボ
ンブラック、タイプＤ＆Ｃの顔料およびコチニールレッド、バリウム、ストロンチウム、
カルシウムおよびアルミニウムおよびこれらの混合物をベースとするレーキの群から選択
される。
【０１６６】
　鉄酸化物または二酸化チタンの顔料を特に有利に用いる。
【０１６７】
　脂肪相の油による顔料のより良好な湿潤性のために、顔料の表面を疎水性処理剤により
処理することができる。疎水性の処理剤は、シリコーン、例えばメチコン、ジメチコン、
パーフルオロアルキルシラン等；脂肪酸、例えばステアリン酸等；金属石鹸、例えばアル
ミニウムジミリステート、水素化獣脂グルタメートのアルミニウム塩、パーフルオロホス
フェート、パーフルオロアルキルシラン、パーフルオロアルキルシラザン、ヘキサフルオ
ロプロピレンポリオキシド、パーフルオロアルキルパーフルオロポリエーテル基を含有す
るポリオルガノシロキサン、アミノ酸；Ｎ－アシル化アミノ酸またはその塩；レシチン、
イソプロピルトリイソステアリルチタネートおよびこれらの混合物の群から選択される。
８～２２個の炭素原子を有するアシル基、例えば２－エチルヘキサノニル、カプロイル、
ラウロイル、ミリストイル、パルミトイル、ステアロイルまたはココイルを含有すること
ができるＮ－アシル化アミノ酸。これらの化合物の塩は、アルミニウム塩、マグネシウム
塩、カルシウム塩、ジルコニウム塩、錫塩、ナトリウム塩またはカリウム塩であってよい
。アミノ酸は、例えばリジン、グルタミン酸またはアラニンであり得る。
【０１６８】
状態調節剤
　適切な場合には、本発明による組成物は、状態調節剤を含んでなる。本発明による好ま
しい状態調節剤は、例えば、セクション４下でキーワード毛髪状態調節剤、保湿剤、皮膚
状態調節剤、皮膚状態調節剤－皮膚軟化剤、皮膚状態調節剤－保湿剤、皮膚状態調節剤－
ミセラネアス、皮膚状態調節剤－密閉および皮膚保護剤として、Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎ
ａｌ　Ｃｏｓｍｅｔｉｃ　Ｉｎｇｒｅｄｉｅｎｔ　Ｄｉｃｔｉｏｎａｒｙ　ａｎｄ　Ｈａ
ｎｄｂｏｏｋ（第４巻、編者：Ｒ．Ｃ．Ｐｅｐｅ、Ｊ．Ａ．Ｗｅｎｎｉｎｇｅｒ、Ｇ．Ｎ
．　ＭｃＥｗｅｎ、Ｔｈｅ　Ｃｏｓｍｅｔｉｃ，Ｔｏｉｌｅｔｒｙ，ａｎｄ　Ｆｒａｇｒ
ａｎｃｅ　Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ、第９版、２００２年）に記載の全ての化合物、なら
びに「水溶性状態調節剤」および「油溶性状態調節剤」としてＥＰ－Ａ９３４９５６（第
１１～１３頁）に記載の全ての化合物である。
【０１６９】
　特に有利な状態調節物質は、例えば、ポリクオタニウム（特にポリクオタニウム－１～
ポリクオタニウム－５６）としてＩＮＣＩに従って参照される化合物である。
【０１７０】
　適当な状態調節剤として、例えばポリマー第４級アンモニウム化合物、カチオン性セル
ロース誘導体、キトサン誘導体、グアーガム誘導体および多糖類、とりわけグアーヒドロ
キシプロピルアンモニウムクロリド（例えばＲｈｏｄｉａからのＪａｇｕａｒ（登録商標
）　Ｅｘｃｅｌ、Ｊａｇｕａｒ（登録商標）１６２）が挙げられる。
【０１７１】
　本発明により有利なさらなる状態調節剤は、非イオン性ポリ－Ｎ－ビニルピロリドン／
ポリ酢酸ビニルコポリマー（例えばＢＡＳＦ ＡＧからのＬｕｖｉｓｋｏｌ（登録商標）
ＶＡ　６４）、アニオン性アクリレートコポリマー（例えばＢＡＳＦ ＡＧからのＬｕｖ
ｉｆｌｅｘ（登録商標）Ｓｏｆｔ）、および／または両性アミド／アクリレート／メタク
リレートコポリマー（例えばＮａｔｉｏｎａｌ　ＳｔａｒｃｈからのＡｍｐｈｏｍｅｒ（
登録商標））である。さらなる状態調節剤は４級化シリコーンである。
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【０１７２】
界面活性剤
　本発明による組成物には、アニオン性、カチオン性、非イオン性および／または両性界
面活性剤の群から選択される界面活性剤を含ませることもできる。
【０１７３】
　有利なアニオン性界面活性剤は、本発明では、以下のものである：
・アシルアミノ酸およびその塩、例えばアシルグルタミン、とりわけナトリウムアシルグ
ルタメートおよびナトリウムアシルサルコシネート、例えばミリストイルサルコシン、Ｔ
ＥＡラウロイルサルコシネート、ナトリウムラウロイルサルコシネートおよびナトリウム
ココイルサルコシネート等、
【０１７４】
・スルホン酸およびその塩、例えばアシルイセチオネート、例えばナトリウムココイルイ
セチオネートまたはアンモニウムココイルイセチオネート等、スルホスクシネート、例え
ばジオクチルナトリウムスルホスクシネート、二ナトリウムラウレススルホスクシネート
、二ナトリウムラウリルスルホスクシネート、および二ナトリウムウンデシレンアミドＭ
ＥＡスルホスクシネート、二ナトリウムＰＥＧ－５ラウリルシトレートスルホスクシネー
トおよび誘導体等、
【０１７５】
・硫酸エステル、例えばアルキルエーテルスルフェート等、例えばナトリウム、アンモニ
ウム、マグネシウム、ＭＩＰＡ、ＴＩＰＡラウレススルフェート、ナトリウムマイレスス
ルフェートおよびナトリウムＣ１２～１３パレススルフェート、およびアルキルスルフェ
ート、例えばナトリウム、アンモニウムおよびＴＥＡラウリルスルフェート、
【０１７６】
・タウレート、例えばナトリウムラウロイルタウレートおよびナトリウムメチルココイル
タウレート、
【０１７７】
・エーテルカルボン酸、例えばナトリウムラウレス－１３カルボキシレートおよびナトリ
ウムＰＥＧ－６コカミドカルボキシレート、ナトリウムＰＥＧ－７オリーブ油カルボキシ
レート、
【０１７８】
・リン酸エステルおよび塩、例えばＤＥＡオレス－１０ホスフェートおよびジラウレス－
４ホスフェート、
【０１７９】
・アルキルスルホネート、例えばナトリウムヤシ油モノグリセリドスルフェート、ナトリ
ウムＣ１２～ＣＩ４－オレフィンスルホネート、ナトリウムラウリルスルホアセテートお
よびマグネシウムＰＥＧ－３コカミドスルフェート、
【０１８０】
・アシルグルタメート、例えばジ－ＴＥＡパリミトイルアスパルテートおよびナトリウム
カプリル酸／カプリン酸グルタメート等、
【０１８１】
・アシルペプチド、例えばパルミトイル加水分解ミルクプロテイン、ナトリウムココイル
加水分解大豆蛋白質およびナトリウム／カリウムココイル加水分解コラーゲン、
【０１８２】
・カルボン酸および誘導体、例えばラウリン酸、アルミニウムステアレート、マグネシウ
ムアルカノレートおよびウンデシレン酸亜鉛、エステルカルボン酸、例えばステアロイル
乳酸カルシウム、ラウレス－６シトレートおよびナトリウムＰＥＧ－４ラウラミドカルボ
キシレート、および
【０１８３】
・アルキルアリールスルホネート。
【０１８４】
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　本発明では、有利なカチオン性界面活性剤は、第４級界面活性剤である。第４級界面活
性剤は、４つのアルキル基またはアリール基が共有結合している少なくとも１つのＮ原子
を含有する。例えばアルキルベタイン、アルキルアミドプロピルベタインおよびアルキル
アミドプロピルヒドロキシスルタインは有利である。
【０１８５】
　本発明では、さらに有利なカチオン性界面活性剤はまた、アルキルアミン、アルキルイ
ミダゾール、アルキルイミダゾールおよびエトキシル化アミンおよび特にその塩である。
【０１８６】
　本発明では、有利な両性界面活性剤は、アシル／ジアルキルエチレンジアミン、例えば
ナトリウムアシルアンホアセテート、二ナトリウムアシルアンホジプロピオネート、二ナ
トリウムアルキルアンホジアセテート、ナトリウムアシルアンホヒドロキシプロピルスル
ホネート、二ナトリウムアシルアンホジアセテート、ナトリウムアシルアンホプロピオネ
ートおよびＮ－ヤシ油脂肪酸アミドエチルＮ－ヒドロキシエチルグリシネートナトリウム
塩である。
【０１８７】
　さらなる有利な両性界面活性剤は、Ｎ－アルキルアミノ酸、例えばアミノプロピルアル
キルグルタミド、アルキルアミノプロピオン酸、ナトリウムアルキルイミドジプロピオネ
ートおよびラウロアンホカルボキシグリシネートである。
【０１８８】
　有利な活性非イオン性界面活性は、本発明では、アルカノールアミド、例えばコカミド
ＭＥＡ／ＤＥＡ／ＭＩＰＡ、カルボン酸とエチレンオキシドとのエステル化により形成さ
れるエステル、グリセリル、ソルビタンまたは他のアルコール、エーテル、例えばエトキ
シル化アルコール、エトキシル化ラノリン、エトキシル化ポリシロキサン、プリポキシル
化ＰＯＥエーテル、アルキルポリグリコシド、例えばラウリルグルコシド、デシルグリコ
シドおよびココグリコシド、少なくとも２０のＨＬＢ値を有するグリコシド（例えばＷａ
ｃｋｅｒからのＢｅｌｓｉｌ（登録商標）ＳＰＧ　１２８Ｖ）等である。
【０１８９】
　さらなる有利な非イオン性界面活性は、アルコールおよびアミンオキシド、例えばココ
アミドプロピルアミンオキシド等である。
【０１９０】
　アルキルエーテルスルフェートの中でも、好ましくは、とりわけ、ジ－またはトリエト
キシル化ラウリルおよびミリスチルアルコールをベースとするナトリウムアルキルエーテ
ルスルフェートである。これらは、水の硬度に対する非感受性、肥厚される能力、低い温
度での溶解性、特に皮膚および粘膜相溶性について、アルキルスルフェートよりも著しく
優れている。ラウリルエーテルスルフェートは、ミリスチルエーテルスルフェートより良
好なフォーム特性を有するが、穏やかさについて劣っている。
【０１９１】
　アルキルエーテルカルボキシレートは、通常、最も穏やかな界面活性剤の種類であるが
、低いフォームおよび粘性挙動を示す。これらは、アルキルエーテルスルフェートおよび
両性界面活性剤と組み合わせて用いることが多い。
【０１９２】
　スルホコハク酸エステル（スルホスクシネート）は穏やかであり、界面活性剤を容易に
発泡させるが、低い肥厚される能力により、他のアニオン性界面活性剤および両性界面活
性剤と共にのみ好ましく用いられ、低い加水分解安定性により、中性のまたは充分に緩衝
化した生成物においてのみ好ましく用いられる。
【０１９３】
　アミドプロピルベタインは、優れた皮膚および目の粘膜相溶性を有する。他の界面活性
剤と組み合わせて、その穏やかさを相乗的に向上させることができる。好ましいのは、コ
カミドプロピルベタインの使用である。
【０１９４】
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　アンホアセテート／アンホジアセテートは、両性界面活性剤として、極めて良好な皮膚
および粘膜適合性を有し、状態調節効果を有しおよび／またはサプリメントのケア効果を
向上させることができる。ベタインのように、これらは、アルキルエーテルスルフェート
処方物を最適化するために用いる。ナトリウムココアンホアセテートおよび二ナトリウム
ココアンホジアセテートは最も好ましい。
【０１９５】
皮膜形成剤
　皮膜形成剤または皮膜形成剤は、水溶性または水分散性ポリウレタン、ポリウレア、シ
リコーン樹脂および／またはポリエステルならびに非イオン性、アニオン性、両性および
／またはカチオン性ポリマーおよびその混合物の群から有利に選択される。
【０１９６】
　本発明による組成物中に単独または混合物の状態で、好ましくはアニオン性および／ま
たは両性および／または双性イオン性ポリマーと共に存在し得る有利な非イオン性ポリマ
ーは、次のものから選択される：
・ポリアルキルオキサゾリン、
・酢酸ビニルホモポリマーまたはコポリマー。これらには、例えば酢酸ビニルおよびアク
リル酸エステルのコポリマー、酢酸ビニルおよびエチレンのコポリマー、酢酸ビニルおよ
びマレイン酸エステルのコポリマーが含まれる。
・アクリル酸エステルコポリマー、例えばアルキルアクリレートおよびアルキルメタクリ
レートのコポリマー、アルキルアクリレートおよびウレタンのコポリマー、
・ブタジエンおよび（メタ）アクリレートから選択されるアクリロニトリルおよび非イオ
ン性モノマーのコポリマー、
・スチレンホモポリマーおよびコポリマー。これらには、例えばホモポリスチレン、スチ
レンおよびアルキル（メタ）アクリレートのコポリマー、スチレンのコポリマー、アルキ
ルメタアクリレートおよびアルキルアクリレート、スチレンおよびブタジエンのコポリマ
ー、スチレン、ブタジエンおよびビニルピリジンのコポリマー、
・ポリアミド、
・ビニルアクタムホモポリマーまたはコポリマー、例えばビニルピロリドンホモポリマー
またはコポリマー；これらには、例えばポリビニルピロリドン、ポリビニルカプロラクタ
ム、Ｎ－ビニルピロリドンおよび酢酸ビニルおよび／またはビニルプロピオネートの種々
の濃度割合におけるコポリマー、ポリビニルカプロラクタム、ポリビニルアミドおよびそ
の塩、およびビニルピロリドンおよびジメチルアミノエチルメタクリレートのコポリマー
、ビニルカプロラクタムのターポリマー、ビニルピロリドンおよびジメチルアミノエチル
メタクリレートが含まれる。
・ポリシロキサン、
・Ｎ－ビニルホルムアミドのホモポリマー、例えばＮａｔｉｏｎａｌ　Ｓｔａｒｃｈから
のＰＶＦ。
【０１９７】
　特に好ましい非イオン性ポリマーは、アクリル酸エステルコポリマー、ホモポリマーお
よびビニルピロリドンおよびポリビニルカプロラクタムのコポリマーである。
【０１９８】
　極めて特に好ましい非イオン性ポリマーは、ビニルピロリドンのホモポリマー、例えば
ＢＡＳＦからのＬｕｖｉｓｋｏｌ（登録商標）Ｋ、ビニルピロリドンおよび酢酸ビニルの
コポリマー、例えばＢＡＳＦからのＬｕｖｉｓｋｏｌ（登録商標）ＶＡまたはＩＳＰから
のＰＶＰＶＡ（登録商標）Ｓ６３０Ｌ、ビニルピロリドン、酢酸ビニルおよびプロピオネ
ートのターポリマー、例えばＢＡＳＦからのＬｕｖｉｓｋｏｌ（登録商標）ＶＡＰ等、お
よびポリビニルカプロラクタム、例えばＢＡＳＦからのＬｕｖｉｓｋｏｌ（登録商標）Ｐ
ＬＵＳである。
【０１９９】
　有利なアニオン性ポリマーは、必要に応じて酸基を含有しないコモノマーと共重合する
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酸基を含有するモノマー単位を有するホモポリマーまたはコポリマーである。適当なモノ
マーは、少なくとも１つの酸基、とりわけカルボン酸、スルホン酸またはホスホン酸を有
する不飽和遊離ラジカル重合性化合物である。
【０２００】
　カルボン酸基を含む有利なアニオン性ポリマーは以下のものである：
・アクリル酸またはメタクリル酸ホモポリマーまたはコポリマーまたはその塩。これらに
は、例えばアクリル酸およびアクリルアミドのコポリマーおよび／またはそのナトリウム
塩、アクリル酸および／またはメタクリル酸およびエチレン、スチレン、ビニルエステル
、アクリル酸エステル、メタクリル酸エステル、必要に応じてエトキシル化化合物から選
択される不飽和モノマーのコポリマー、ビニルピロリドンのコポリマー、アクリル酸およ
びＣ１～Ｃ２０アルキルメタアクリレート、例えばＩＳＰからのＡｃｒｙｌｉｄｏｎｅ（
登録商標）ＬＭ、メタクリル酸、エチルアクリレートおよびｔｅｒｔ－ブチルアクリレー
トのコポリマー、例えばＢＡＳＦからのＬｕｖｉｍｅｒ（登録商標）１００Ｐが含まれる
。
・クロトン酸誘導体ホモポリマーまたはコポリマーまたはその塩。これらには、例えば酢
酸ビニル／クロトン酸、酢酸ビニル／アクリレートおよび／または酢酸ビニル／ビニルネ
オデカノエート／クロトン酸コポリマーおよびナトリウムアクリレート／ビニルアルコー
ルコポリマー、
・不飽和Ｃ４～Ｃ８カルボン酸誘導体またはマレイン酸、または無水マレイン酸またはフ
マル酸またはフマル酸無水物またはイタコン酸またはイタコン酸無水物、およびビニルエ
ステル、ビニルエーテル、ビニルハロゲン誘導体、フェニルビニル誘導体、アクリル酸、
アクリル酸エステルから選択される少なくとも１つのモノマーのコポリマー、またはマレ
イン酸または無水マレイン酸またはフマル酸またはフマル酸無水物またはイタコン酸およ
びアリルエステル、メタリルエステルおよび必要に応じてアクリルアミド、メタクリルア
ミド、α－オレフィン、アクリル酸エステル、メタクリル酸エステル、ビニルピロリドン
から選択される少なくとも１つのモノマーのコポリマーから選択されるカルボン酸無水物
コポリマー。他の好ましいポリマーはメチルビニルエーテル／ビニルエーテルの加水分解
により形成されるマレイン酸コポリマー／無水マレイン酸コポリマーである。これらのポ
リマーはまた、部分エステル化（エチル、イソプロピルまたはブチルエステル）または部
分アミド化し得る。
・本発明によるポリウレタンとは異なった水溶性または水分散性アニオン性ポリウレタン
、例えばＢＡＳＦからのＬｕｖｉｓｅｔ（登録商標）ＰＵＲ、
上記のリストは当然、制限を目的とするものではない。
【０２０１】
　スルホン酸基を含む有利なアニオン性ポリマーは、ポリビニルスルホン酸の塩、ポリス
チレンスルホン酸の塩、例えばナトリウムポリスチレンスルホネートまたはポリアクリル
アミドスルホン酸の塩である。
【０２０２】
　特に有利なアニオン性ポリマーは、アクリル酸コポリマー、クロトン酸誘導体コポリマ
ー、マレイン酸および無水マレイン酸またはフマル酸およびフマル酸無水物またはイタコ
ン酸およびイタコン酸無水物およびビニルエステル、ビニルエーテル、ビニルハロゲン誘
導体、フェニルビニル誘導体、アクリル酸、アクリル酸エステルおよびポリスチレンスル
ホン酸の塩から選択される少なくとも１つのモノマーである。
【０２０３】
　極めて特に有利なアニオン性ポリマーは、アクリレートコポリマー、例えばＢＡＳＦか
らのＬｕｖｉｍｅｒ、ＢＡＳＦからのエチルアクリレート／Ｎ－ｔｅｒｔ－ブチルアクリ
ルアミド／アクリル酸コポリマーＵＬＴＲＡＨＯＬＤ（登録商標）　ＳＴＲＯＮＧ、ＶＡ
／クロトネート／ビニルネオデカノエートコポリマー、例えばＮａｔｉｏｎａｌ　Ｓｔａ
ｒｃｈからのＲｅｓｙｎ　２８－２９３０、コポリマー、例えばメチルビニルエーテルお
よび部分エステル化された無水マレイン酸のコポリマー、例えばＩＳＰからのＧＡＮＴＲ
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ＥＺ（登録商標）、およびナトリウムポリスチレンスルホネート、例えばＮａｔｉｏｎａ
ｌ　ＳｔａｒｃｈからのＦｌｅｘａｎ　１３０である。
【０２０４】
　有利な両性ポリマーは、ポリマー鎖中に不規則に分配された単位ＡおよびＢを含有する
ポリマーから選択することができ、Ａは、少なくとも１つの塩基性窒素原子を有するモノ
マーから誘導される単位であり、Ｂは、１以上のカルボキシ基またはスルホン酸基を有す
る酸性モノマーに由来する単位であるか、またはＡおよびＢは、双性イオン性カルボキシ
ベタインモノマーまたはスルホベタインモノマーから誘導される基であり得、ＡおよびＢ
は、少なくとも１つのアミノ基が炭化水素基により結合するカルボキシ基またはスルホン
酸基を有する第１級、第２級、第３級または第４級基を含有するカチオン性ポリマー鎖で
あってもよく、またはＢおよびＣは、カルボン酸基が１以上の第１級または第２級アミノ
基を含有するポリアミンと反応したエチレン－α，β－ジカルボン酸単位を有するポリマ
ー鎖の一部である。
【０２０５】
　特に有利な両性ポリマーは、以下のものである：
・カルボキシ基を有するビニル化合物から誘導されるモノマー、例えば、とりわけ、アク
リル酸、メタクリル酸、マレイン酸、α－クロロアクリル酸、および置換されおよび少な
くとも１つの塩基性原子を含むビニル化合物から誘導される塩基性モノマー、例えば、と
りわけジアルキルアミノアルキルメタクリレートおよびアクリレート、ジアルキルアミノ
アルキルメタクリルアミドおよびジアルキルアミノアルキルアクリルアミド等の共重合中
に形成されるポリマー。このような化合物は、米国特許第３８３６５３７号に記載されて
いる。
・ａ）窒素原子上でアルキル基により置換されているアクリルアミドまたはメタクリルア
ミドから選択される少なくとも１つのモノマー、ｂ）１以上の反応性カルボキシ基を含有
する少なくとも１つの酸性コモノマー、およびｃ）少なくとも１つの塩基性コモノマー、
例えばアクリル酸およびメタクリル酸と第１級、第２級、第３級および第４級アミノ置換
基とのエステル、およびジメチルアミノエチルメタクリレートとジメチルスルフェートま
たはジエチルスルフェートとの４級化生成物等から誘導される単位を有するポリマー。
【０２０６】
　本発明の特に好ましいＮ－置換アクリルアミドまたはメタクリルアミドは、アルキル基
が２～１２個の炭素原子を含有する化合物、とりわけＮ－エチルアクリルアミド、Ｎ－ｔ
－ブチルアクリルアミド、Ｎ－ｔ－オクチルアクリルアミド、Ｎ－オクチルアクリルアミ
ド、Ｎ－デシルアクリルアミド、Ｎ－ドデシルアクリルアミドおよび相当するメタクリル
アミドである。
【０２０７】
　酸性コモノマーは、アクリル酸、メタクリル酸、クロトン酸、イタコン酸、マレイン酸
、フマル酸およびマレイン酸、無水マレイン酸、フマル酸またはフマル酸無水物の１～４
個の炭素原子を有するアルキルモノエステルから選択される。
【０２０８】
　好ましい塩基性コモノマーは、アミノエチルメタクリレート、ブチルアミノエチルメタ
クリレート、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチルメタクリレート、Ｎ－ｔ－ブチルアミノエチ
ルメタクリレートである。
【０２０９】
　以下の一般式：
　　　　　　　　　　　－［ＣＯ－Ｒ－ＣＯ－Ｚ］－
（式中、Ｒは、飽和ジカルボン酸、エチレン性二重結合を有する脂肪族モノ－またはジカ
ルボン酸、これらの酸と１～６個の炭素原子を有する低級アルカノールとのエステルから
誘導される二価基、またはこれらの酸の１つの添加中にビス第１級アミンまたはビス第２
級アミン上に形成される基であり、およびＺは、ビス第１級モノ－またはビス－第２級ポ
リアルキレンポリアミンから誘導される基である）
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で示されるポリアミノアミドから誘導される架橋および完全または部分アクリル化ポリア
ミノアミド、好ましくは、ａ）６０～１００モル％の量的画分において、基－ＮＨ－［（
ＣＨ２）ｘ－ＮＨ－］ｐ－〔式中、ｘ＝２およびｐ＝２もしくは３、またはｘ＝３および
ｐ＝２〕、該基は、ジエチレントリアミン、トリエチレンテトラアミンまたはジプロピレ
ントリアミンから誘導され、ｂ）０～４０モル％の量的画分において、基－ＮＨ－［（Ｃ
Ｈ２）ｘ－ＮＨ－］ｐ－〔式中、ｘ＝２およびｐ＝１〕、これはエチレンジアミンから誘
導されるか、またはピペラジン：
【化１】

に由来する基であり、ｃ）０～２０モル％の量的画分において、基－Ｈ－（ＣＨ２）６－
ＮＨ－、これはヘキサメチレンジアミンから誘導され、これらのポリアミノアミドは、エ
ピハロヒドリン、ジエポキシド、二無水物およびビス－不飽和誘導体から選択される二官
能性架橋剤の、ポリアミノアミドのアミノ基あたり０．０２５～０．３５モルの量での添
加により架橋させ、アクリル酸、クロロ酢酸またはアルカンスルホンまたはこれらの塩に
よりアクリル化される。
【０２１０】
　飽和カルボン酸は、好ましくは、６～１０個の炭素原子を有する酸、例えばアジピン酸
、２，２，４－トリメチルアジピン酸および２，４，４－トリメチルアジピン酸、テレフ
タル酸等、エチレン性二重結合を有する酸、例えばアクリル酸、メタクリル酸およびイタ
コン酸から選択される。
【０２１１】
　アシル化に用いるアルカンスルトンは、好ましくは、プロパンスルトンまたはブタンス
ルトンであり、アシル化剤の塩は、好ましくはナトリウム塩またはカリウム塩である。
【０２１２】
　以下の式：

【化２】

（式中、Ｒ１１は、重合性不飽和基、例えばアクリレート、メタクリレート、アクリルア
ミドまたはメタクリルアミド等であり、ｙおよびｚは、１～３の整数であり、Ｒ１２およ
びＲ１３は水素原子、メチル、エチルまたはプロピルであり、Ｒ１４およびＲ１５は、水
素原子、または炭素原子Ｒ１４およびＲ１５の合計が１０を越えないように選択されるア
ルキル基である。）
で示される双性イオン性単位を有するポリマー。
【０２１３】
　このような単位を含有するポリマーは、非双性イオン性モノマー、例えばジメチル－お
よびジエチルアミノエチルアクリレートまたはジメチル－およびジエチルアミノエチルメ
タクリレートまたはアルキルアクリレートまたはアルキルメタクリレート、アクリルアミ
ドまたはメタクリルアミドまたは酢酸ビニル等に由来する単位を有することもできる。
【０２１４】
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　キトサンから誘導され、以下の式：
【化３】

〔式中、第１単位は、０～３０％の量的画分で存在し、第２単位は、５～５０％の量的画
分で存在し、第３単位は、３０～９０％の量的画分で存在し、但し、第３単位中では、Ｒ

１６は以下の式：
【化４】

（式中、ｑ＝０の場合には、基Ｒ１７、Ｒ１８およびＲ１９は、同一または異なって、い
ずれの場合にも水素原子、メチル基、ヒドロキシ基、アセトキシ基またはアミノ基、モノ
アルキルアミン基または必要に応じて１以上の窒素原子および／または必要に応じて１以
上の基、アミノ基、ヒドロキシ基、カルボキシ基、アルキルチオ基、スルホン酸基、アル
キルチオ基により中断されたジアルキルアミン基であり、これらのアルキル基は、アミノ
基を有し、この場合、基Ｒ１７、Ｒ１８およびＲ１９の少なくとも１つが水素原子であり
、またはｑ＝１の場合には、基Ｒ１７、Ｒ１８およびＲ１９はいずれの場合にも、水素原
子、および塩基または酸によりこれらの化合物を形成する塩である）
で示される基である〕
で示されるモノマー単位を含有するポリマー
【０２１５】
・以下の一般式：
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〔式中、Ｒ２０は水素原子であり、ＣＨ３Ｏ、ＣＨ３ＣＨ２Ｏまたはフェニルであり、Ｒ

２１は、水素原子または低級アルキル基、例えばメチル基またはエチル基等であり、Ｒ２

２は、水素原子または低級Ｃ１～６－アルキル基、例えばメチル基またはエチル基等であ
り、Ｒ２３は低級Ｃ１～６－アルキル基、例えばメチル基またはエチル基または式：－Ｒ

２４－Ｎ（Ｒ２２）２（式中、Ｒ２４は基－ＣＨ２－ＣＨ２、－ＣＨ２－ＣＨ２－ＣＨ２

－または－ＣＨ２－ＣＨ（ＣＨ３）－であり、およびＲ２２は上記の意味を有する）で示
される基等である〕
で示され、および例えば仏国特許第１４００３６６号に記載のポリマー。
【０２１６】
・キトサンのＮ－カルボキシアルキル化中に形成することができるポリマー、例えばＮ－
カルボキシメチルキトサンまたはＮ－カルボキシブチルキトサン等。
【０２１７】
・タイプ－Ｄ－Ｘ－Ｄ－Ｘの両性ポリマー、これは以下のものから選択される：
ａ）少なくとも１つの単位－Ｄ－Ｘ－Ｄ－Ｘ：
（式中、Ｄは、基：
【化６】

であり、Ｘは、記号ＥまたはＥ’であり、ＥまたはＥ’は、同一または異なって、非置換
形態で存在する主鎖中に７個までの炭素原子を有する直鎖または分枝状アルキレン基であ
る二価の基であるか、またはヒドロキシル基により置換され、１以上の酸素原子、窒素原
子または硫黄原子、１～３個の芳香族および／またはヘテロ環式環を含有することができ
、酸素原子、窒素原子および硫黄原子は、以下の基の形態で存在する：エーテル、チオエ
ーテル、スルホキシド、スルホン、スルホニウム、アルキルアミン、アルケニルアミン、
ヒドロキシ、ベンジルアミン、アミンオキシド、第４級アンモニウム、アミド、イミド、
アルコール、エステルおよび／またはウレタン）
を有する化合物上でクロロ酢酸またはクロロ酢酸ナトリウムの作用により形成されるポリ
マー。
【０２１８】
ｂ）式－Ｄ－Ｘ－Ｄ－Ｘ：



(33) JP 2011-516435 A 2011.5.26

10

20

30

40

50

【化７】

〔式中、Ｘは、記号ＥまたはＥ’および少なくともＥ’であり、Ｅは上記の意味を有し、
Ｅ’は、主鎖中に直鎖または７個までの炭素原子を有する分枝状アルキレン基である二価
の基であり、これは非置換形態で存在するかまたは１以上のヒドロキシル基により置換さ
れ、１以上の窒素原子を含有し、ここで、該窒素原子は、必要に応じて酸素原子により中
断され、１以上のカルボキシ官能基または１以上のヒドロキシ官能基を必ず含み、クロロ
酢酸またはクロロ酢酸ナトリウムとの反応によりベタイン化されるアルキル基により置換
される〕
で示されるポリマー。
【０２１９】
　一部において、Ｎ，Ｎ－ジアルキルアミノアルキルアミンでの半アミド化により部分的
に変性される部分変性されるアルキル（Ｃ１～５）ビニルエーテル／無水マレイン酸コポ
リマー、例えばＮ，Ｎ－ジメチルアミノプロピルアミンまたはＮ，Ｎ－ジアルキルアミノ
アルコール等。これらのポリマーはさらなるコモノマー、例えばビニルカプロラクトン等
を含有することもできる。
【０２２０】
　極めて特に有利な両性ポリマーは、例えば、ＮＡＴＩＯＮＡＬ　ＳＴＡＲＣＨからの名
称ＡＭＰＨＯＭＥＲ（登録商標）、ＡＭＰＨＯＭＥＲ（登録商標）ＬＶ７１またはＢＡＬ
ＡＮＣＥ（登録商標）４７として市販されているコポリマーオクチルアクリルアミド／ア
クリレート／ブチルアミノエチルメタクリレートコポリマー、およびメチルメタクリレー
ト／メチルジメチルカルボキシメチルアンモニウムエチルメタクリレートコポリマーであ
る。
【０２２１】
溶媒
　本発明の組成物の化粧品に許容できる媒体は、水および任意に、化粧品に適した水混和
性有機溶媒であってよい。
【０２２２】
　本発明の組成物に使用する水は、花の水、純粋な脱塩水、鉱水、温泉水および／または
海水であってよい。
【０２２３】
　好ましい溶媒は、例として、Ｃ１～４脂肪族アルコール、例えばエタノールおよびイソ
プロパノール；ポリオールおよびそれらの誘導体、例えば、プロピレングリコール、ジプ
ロピレングリコール、ブチレン－１，３－グリコール、ポリプロピレングリコール、グリ
コールエーテル、例えば、モノ－、ジ－またはトリプロピレングリコールのアルキル（Ｃ
１～４）エーテル或いはモノ－、ジ－またはトリエチレングリコールのアルキル（Ｃ１～
４）エーテル、並びにそれらの混合物である。
【０２２４】
高圧ガス
　適切な場合には、本発明の組成物は、高圧ガスを含む。本発明による好ましい高圧ガス
は、炭化水素、例えばプロパン、イソブテンおよびｎ－ブテン、およびこれらの混合物等
である。しかしながら、圧縮空気、二酸化炭素、窒素、二酸化窒素およびジメチルエーテ
ル、およびこれらのガスの全ての混合物はまた、本発明に従って有利に用いられる。
【０２２５】
　当業者は、当然ながら、本発明をエアロゾル調製物の形態で実現するのに原理上適して
いるが、環境への有害性、または他の随伴現象の理由のために含ませないようにしなけれ
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ばならない、それ自体毒性を示さない高圧ガス、特にフルオロカーボンおよびクロロフル
オロカーボン（ＣＦＣ）、例えば１，２－ジフルオロエタン（高圧ガス１５２Ａ）等が存
在することを知っている。
【０２２６】
活性成分
　本発明による化粧品組成物は、１以上の化粧品効果成分を、適切な場合には医薬品効果
成分も有利に含んでなる。化粧品効果、適切な場合には治療効果の成分の例として、次の
ものが挙げられる：抗ニキビ剤、抗菌剤、制汗剤、収斂剤、脱臭剤、皮膚用状態調節剤、
皮膚平滑剤、皮膚水和を向上させるための剤、例えばグリセロールまたはウレア（いわゆ
る保湿剤）、角質溶解剤、フリーラジカルのためのフリーラジカル捕捉剤、消毒活性成分
、皮膚老化に対抗するための活性成分および／または皮膚の分化および／または増殖およ
び／または色素沈着を調節する剤、ビタミン、例えばビタミンＣ等、刺激性２次効果を有
する活性成分、例えばα－ヒドロキシ酸、β－ヒドロキシ酸、α－ケト酸、β－ケト酸、
レチノイド（レチノール、レチナール、レチノイン酸）、アントラリン（ジオキシアント
ラノール）、アントラノイド、パーオキシド（特に過酸化ベンゾイル）、ミノキシジル、
リチウム塩、代謝拮抗物質、ビタミンＤおよびその誘導体、カテキン、フラボノイド、セ
ラミド、脂肪物質、合成油、鉱油、例えばパラフィン油またはワセリン油、シリコーン油
、植物油、例えばヤシ油、甘扁桃油、杏子油、コーン油、ホホバ油、オリーブ油、アボカ
ド油、セサミ油、パーム油、ユーカリ油、ローズマリー油、ラベンダー油、パイン油、タ
イム油、ミント油、カルダモン油、橙花油、大豆油、ぬか油、米油、菜種油およびヒマシ
油、小麦胚芽油およびそれから単離したビタミンＥ、マツヨイグサ油、植物レシチン（例
えば大豆レシチン）、スフィンゴリピド／植物から単離したセラミド、動物油または脂肪
、例えば獣脂、ラノリン、バター油、脂肪酸エステル、脂肪アルコールと皮膚温度に対応
する融点を有するワックスとのエステル（動物ワックス、例えば蜜蝋、カルナバワックス
およびカンデリアワックス、鉱物ワックス、例えば微結晶質ワックス等、および合成ワッ
クス、例えばポリエチレンワックスまたはシリコーンワックス等）、および例えばＣＴＦ
Ａ　ｐｕｂｌｉｃａｔｉｏｎ、Ｃｏｓｍｅｔｉｃ　Ｉｎｇｒｅｄｉｅｎｔ　Ｈａｎｄｂｏ
ｏｋ（、第１版、１９８８年、Ｔｈｅ　Ｃｏｓｍｅｔｉｃ，　Ｔｏｉｌｅｔｒｙ　ａｎｄ
　Ｆｒａｇｒａｎｃｅ　Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ，　Ｉｎｃ．、ワシントン）に記載の化
粧品目的に適した全ての油、ポリ不飽和脂肪酸、必須脂肪酸（例えばγ－リノレン酸）、
酵素、補酵素、酵素阻害薬、水和剤、皮膚沈静化剤、洗浄剤またはフォーム形成剤および
無機または合成艶消し充填剤が挙げられるが、有利ではない上記非皮膜充填剤、研磨剤は
除外される。
【０２２７】
　さらに、本発明による化粧品組成物には、植物活性成分抽出物または抽出物またはそれ
から得られた個々の物質、例えば固体植物抽出物、液体植物抽出物、親水性植物抽出物、
親油性植物抽出物、個々の植物成分ならびにこれらの混合物、例えばフラボノイドおよび
そのアグリコン（ａｇｌｙｃａ）等からなる群から選択されるもの等：ルチン、ケルセチ
ン、ジオスミン、ハイペロサイド、（ネオ）へスペリジン、へスペリチン、イチョウ（例
えばイチョウフラボングリコシド）、クラテグス抽出物（例えばオリゴマーのプロシアニ
ジン）、そば粉（例えば、ルチン）、エンジュ（Ｓｏｐｈｏｒａ　ｊａｐｏｎｉｃａ）（
例えばルチン）、樺の葉（例えばケルセチングリコシド、ハイペロサイドおよびルチン）
、セイヨウニワトコ（例えばルチン）、リンデンブロッサム（例えばケルセチンおよびフ
ァルネソールを含むエッセンシャルオイル）、セントジョーンズワート（Ｓｔ．Ｊｏｈｎ
’ｓ　ｗｏｒｔ）の油（例えばオリーブオイル抽出物）、キンセンカ、アルニカ（例えば
エッセンシャルオイルを含む花の油性溶媒抽出物、フラボノイドを含む極性抽出物）、メ
リッサ（例えばフラボン、エッセンシャルオイル）、免疫賦活剤：Ｅｃｈｉｎａｃｅａ　
ｐｕｒｐｕｒｅａ（例えばアルコール抽出物、フレッシュ樹液、圧搾ジュース）、Ｅｌｅ
ｕｔｈｅｒｏｋｏｋｋｕｓ　ｓｅｎｔｉｃｏｓｕｓ；アルカロイド：　ジャボク（例えば
プラジマリン（Ｐｒａｊｍａｌｉｎ））、ニチニチソウ（例えばビンカミン）；他の植物
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薬剤：アロエ、トチノキ（例えばアエシン）、ニンニク（例えばニンニク油）、パイナッ
プル（例えばブロメライン）、朝鮮人参（例えばジンセノサイド）、サントリソウの果実
（例えばシリマリンについて標準化した抽出物）、ボックスホーリーの根（例えばラスコ
ゲニン）、カノコソウ（例えばバレポトリエート、Ｔｃｔ．　Ｖａｌｅｒｉａｎａｅ）、
カバカバ（例えばカバラクトン）、ホップの花（例えば、ホップビター物質）、抽出物Ｐ
ａｓｓｉｆｌｏｒａｅ、リンドウ（例えばエタノール抽出物）、アントラキノン含有薬物
抽出物、例えばアロイン含有アロエジュース、花粉抽出物、藻類抽出物、甘草抽出物、ヤ
シ抽出物、ガルフィミア（例えば、原チンキ剤）、ヤドリギ（例えば、水－エタノール抽
出物）、フィトステロール（例えばβ－シトステロール）、ベルバスカム（水－アルコー
ル抽出物）、モウセンゴケ（例えばワインリキュール抽出物）、シーバックソーンの果実
（例えば、これから得られたジュースまたはシーバックソーン油）、ウスベニタチアオイ
の根、サクラソウ根抽出物、マロー、ヒレハリソウ、セイヨウキヅタ、つくし、ノコギリ
ソウ、ヘラオオバコ（例えば圧搾ジュース）、イラクサ、クサノオウ、パセリの新鮮な植
物抽出物；Ｎｏｒｏｌａｅｎａ　ｌｏｂａｔａ、Ｔａｇｅｔｅｓ　ｌｕｃｉｄａ、Ｔｅｅ
ｏｍａ　ｓｉｅｍｓ、Ｍｏｍｏｒｄｉｃａ　ｃｈａｒａｎｔｉａの植物抽出物およびアロ
エ抽出物を含ませることができる。
【０２２８】
　好ましい化粧品活性成分は、天然および合成の保湿要素および／または保湿剤、例えば
グリセロール、ポリグリセロール、ソルビトール、ジメチルイソソルビトール、乳酸およ
び／またはラクタート、特に乳酸ナトリウム、ブチレングリコール、プロピレングリコー
ル、バイオサッカリドガム－１、グリシンソーヤ、ヒドロキシエチルウレア、エチルヘキ
シルオキシグリセリン、ピロリドンカルボン酸およびウレア、水溶性の多糖類および／ま
たは水膨潤性の多糖類および／または水によりゲル化可能な多糖類の群からのポリマーモ
イスチャー、ヒアルロン酸、キトサンおよび／またはフコースに富む多糖類であり、これ
はＳＯＬＡＢＩＡ　Ｓ．Ａ．から名称Ｆｕｃｏｇｅｌ（商標）　１０００として入手可能
であり、さらにセラミド、皮膚保護剤、スキンライトナー、ビタミン、抗酸化剤、いわゆ
る老化防止剤、抗刺激剤等である。さらに好ましい化粧品活性成分は、例えばリファッテ
ィングおよび皮膚へのケア効果のために、天然脂肪および油、すなわち、天然脂肪酸のト
リグリセリドである。
【０２２９】
　本発明では、水溶性抗酸化剤、例として、ビタミン、例えばアスコルビン酸およびその
誘導体等を特に有利に使用することができる。ビタミンＥおよびその誘導体並びにビタミ
ンＡおよびその誘導体が極めて特に有利である。
【０２３０】
　本発明の組成物中の更に有利な活性成分は以下を包含する：α－ヒドロキシカルボン酸
、例えば、グリコール酸、乳酸、リンゴ酸、酒石酸、クエン酸およびマンデル酸、β－ヒ
ドロキシカルボン酸、例えばサリチル酸、およびそれらのアシル化誘導体、２－ヒドロキ
シアルカン酸およびその誘導体；天然活性成分および／またはその誘導体、例えば、α－
リポ酸、葉酸、フェトエン、Ｄ－ビオチン、コエンザイムＱ１０、α－グルコシルルチン
、カルニチン、カルノシン、天然および／または合成イソフラボノイド、クレアチン、ク
レアチニン、タウリンおよび／または［β］－アラニンおよび８－ヘキサデセン－１，１
６－ジカルボン酸（二酸、ＣＡＳ番号２０７０１－６８－２；暫定ＩＮＣＩ名オクタデセ
ン二酸）および／またはＬｉｃｏｃｈａｌｃｏｎｅ　Ａおよび植物抽出物。
【０２３１】
　医薬品的および治療的活性成分は、薬品法では、とりわけ、病気、苦痛、身体傷害また
は病的不快感の治療、軽減または予防を目的とする。剤および／または活性成分は、活性
成分が皮膚活性成分または経皮活性成分である場合には外部使用を目的とする。これらに
は、例えば皮膚病の処置のための組成物、例えば抗菌活性成分、抗真菌薬、抗ウィルス活
性成分、抗炎症活性成分、例えばデクスパンテノール、かゆみを低減する活性成分、コル
チゾンおよび誘導体、例えばグルココルチコイド、例えばプレドニソン、プレドニソロン
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、メチルプレドニソ、ベタメタソン、デキサメタソン、トリアムシノロン、パラメタソン
およびフルドロコルチソン、皮膚病の処置のための剤、例えば神経皮膚炎、アトピー皮膚
炎等、および抗ヘルペス剤等が含まれる。
【０２３２】
さらなる補助剤
　本発明の組成物には、さらに、化粧品において一般的である１種以上の更なる添加剤、
例えば酸化防止剤、光保護剤および／または他の補助剤およびサプリメント、例えば乳化
剤、界面活性物質、消泡剤、増粘剤、界面活性剤、活性成分、湿潤剤、充填剤、ＵＶフィ
ルター、皮膜形成剤、溶媒、融合助剤、芳香物質、臭気吸収剤、香料、ゲル形成剤および
／または他のポリマー分散体、例えばポリアクリレートに基づく分散体、官能添加剤、皮
膚軟化剤、顔料、緩衝剤、高圧ガス、フロー剤および／またはチキソトロープ剤、柔軟剤
、軟化剤、防腐剤などを含ませることができる。種々のサプリメントの量は、使用する範
囲について、当業者に知られており、例えば、組成物の総重量を基準として０．０～２５
重量％の範囲である。
【０２３３】
　本発明の化粧品組成物には、官能添加剤を含ませることもできる。官能添加剤は、特に
、例えば組成物の官能特性を更に改善し、例えば滑らかなまたはすべすべした皮膚感触を
残す、無色または白色、鉱物または合成、層状、球状または細長い不活性粒子または非粒
子状の官能添加剤を意味すると理解される。
【０２３４】
　官能添加剤は本発明の組成物中に、組成物の総重量を基準として、０．１～１０重量％
、好ましくは０．１～７重量％の量で存在し得る。
【０２３５】
　本発明において有利な粒子状官能添加剤は、タルク、マイカ、二酸化ケイ素、カオリン
、デンプンおよびその誘導体（例えば、タピオカデンプン、リン酸架橋デンプン、オクテ
ニルコハク酸デンプンアルミニウムおよびオクテニルコハク酸デンプンナトリウムなど）
、焼成シリカ、ＵＶフィルター効果も着色効果も主として有さない顔料（例えば窒化ホウ
素など）、窒化ホウ素、炭酸カルシウム、第二リン酸カルシウム、炭酸マグネシウム、炭
酸水素マグネシウム、ハイドロキシアパタイト、微結晶質セルロース、合成ポリマー（例
えば、ポリアミド（例としてＮｙｌｏｎ（登録商標）の商標名で入手可能なポリマー）、
ポリエチレン、ポリ－β－アラニン、ポリテトラフルオロエチレン（Ｔｅｆｌｏｎ（登録
商標））、ポリアクリレート、ポリウレタン、ラウロイル－リジン、シリコーン樹脂（例
としてＫｏｂｏ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　Ｉｎｃ．からＴｏｓｐｅａｒｌ（登録商標）の商標
名で入手可能なポリマー）、ポリビニリデン／アクリロニトリルの中空粒子（Ａｋｚｏ　
Ｎｏｂｅｌ製Ｅｘｐａｎｃｅｌ（登録商標））、または酸化ケイ素の中空粒子（ＭＡＰＲ
ＥＣＯＳ製のＳｉｌｉｃａ　Ｂｅａｄｓ（登録商標））である。
【０２３６】
　有利な非粒子状官能添加剤は、ジメチコノール（例えばＤｏｗ　Ｃｏｒｎｉｎｇ　Ｌｔ
ｄ．製のＤｏｗ　Ｃｏｒｎｉｎｇ　１５０３　Ｆｌｕｉｄ）、シリコーンコポリマー（例
えば、ジビニルジメチコン／ジメチコンコポリマー、Ｄｏｗ　Ｃｏｒｎｉｎｇ　Ｌｔｄ．
製のＤｏｗ　Ｃｏｒｎｉｎｇ　ＨＭＷ　２２２０）、またはシリコーンエラストマー（例
えば、ジメチコン架橋ポリマー、Ｄｏｗ　Ｃｏｒｎｉｎｇ　Ｌｔｄ．製のＤｏｗ　Ｃｏｒ
ｎｉｎｇ　９０４０　Ｓｉｌｉｃｏｎｅ　Ｅｌａｓｔｏｍｅｒ　Ｂｌｅｎｄ）からなる群
から選択され得る。　
【０２３７】
　本発明の化粧品組成物は、必要に応じて防腐剤を含んでなる。高含水量を有する組成物
は、細菌の増加に対して確実に保護されなければならない。この目的のために用いる最も
重要な防腐剤は、ウレア縮合物、ｐ－ヒドロキシベンゾエート、フェノキシエタノールと
メチルジブロモグルタロニトリルとの組み合わせ、ならびに安息香酸、サリチル酸および
ソルビン酸を含有する酸性防腐剤である。
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【０２３８】
　有利な防腐剤は、本発明では、例えばホルムアルデヒドドナー（例えばＤＭＤＭヒダン
トイン、これは例えば商品名Ｇｌｙｄａｎｔ（登録商標）（Ｌｏｎｚａ）として市販され
ている）、ヨードプロピルブチルカーバメート（例えばＧｌｙｃａｃｉｌ－Ｌ（登録商標
）、Ｇｌｙｃａｃｉｌ－Ｓ（登録商標）（Ｌｏｎｚａ）、Ｄｅｋａｂｅｎ（登録商標）Ｌ
ＭＢ　（Ｊａｎ　Ｄｅｋｋｅｒ））、パラベン（アルキルｐ－ヒドロキシベンゾエート、
例えばメチル、エチル、プロピルおよび／またはブチルパラベン）、デヒドロ酢酸（Ｓｃ
ｈｕｌｋｅ　＆　ＭａｙｒからのＥｕｘｙｌ（登録商標）Ｋ　７０２）、フェノキシエタ
ノール、エタノール、安息香酸である。いわゆる防腐助剤、例えばオクトキシグリセロー
ル、グリシン、大豆、ジオールなども有利に使用することができる。
【０２３９】
　化粧品において、防腐剤または防腐助剤、例えばジブロモジシアノブタン　（２－ブロ
モ－２－ブロモメチルグルタロジニトリル）、フェノキシエタノール、３－ヨード－２－
プロピニルブチルカーバメート、２－ブロモ－２－ニトロプロパン－１，３－ジオール、
イミダゾリジニルウレア、５－クロロ－２－メチル－４－イソチアゾリン－３－オン、２
－クロロアセトアミド、塩化ベンザルコニウム、ベンジルアルコール、サリチル酸および
サリチル酸塩も特に有利である。
【０２４０】
　防腐剤は、特に有利には、ヨードプロピルブチルカーバメート、パラベン(メチル-、エ
チル-、プロピル-および／またはブチルパラベン)、および／またはフェノキシエタノー
ルの群から選択される。
【０２４１】
　実施例を参照して本発明を説明するが、実施例は限定するものと理解されるべきではな
い。特に記載のない限り、量的データ、割合およびパーセントの全ては、重量および総量
または組成物の総重量を基準とする。
【実施例】
【０２４２】
化学薬品
Ｂａｙｈｙｄｕｒ（登録商標）ＶＰ　ＬＳ　２３３６　（Ｂａｙｅｒ　Ｍａｔｅｒｉａｌ
Ｓｃｉｅｎｃｅ　ＡＧ、レーバークーゼン、ドイツ）：
ヘキサメチレンジイソシアネートをベースとする親水性化ポリイソシアネート、溶媒不含
、粘度約６８００ｍＰａｓ、イソシアネート含量約１６．２％、Ｂａｙｅｒ　Ｍａｔｅｒ
ｉａｌＳｃｉｅｎｃｅ　ＡＧ、レーバークーゼン、ドイツ。
【０２４３】
Ｉｍｐｒａｎｉｌ（登録商標）　ＤＬＮ　（Ｂａｙｅｒ　ＭａｔｅｒｉａｌＳｃｉｅｎｃ
ｅ　ＡＧ、レーバークーゼン、ドイツ）：
約４０％の固形分を有する水中におけるアニオン的親水性化非交差分枝状脂肪族ポリエス
テルポリウレタンポリウレア分散体、Ｂａｙｅｒ　ＭａｔｅｒｉａｌＳｃｉｅｎｃｅ　Ａ
Ｇ、レーバークーゼン、ドイツ。
【０２４４】
Ｂａｙｈｙｄｕｒ（登録商標）　ＶＰ　ＬＳ　２２４０　（Ｂａｙｅｒ　Ｍａｔｅｒｉａ
ｌＳｃｉｅｎｃｅ　ＡＧ、レーバークーゼン、ドイツ）：
ブロックトイソシアネート基を含む非イオン的親水性化水性非分枝状ポリイソシアネート
分散体、水／ＭＰＡ／キシレン（５６：４．５：４．５）中における固形分約３５％濃度
【０２４５】
Ｄｉｓｐｅｒｃｏｌｌ　Ｓ　５００５　（Ｂａｙｅｒ　ＭａｔｅｒｉａｌＳｃｉｅｎｃｅ
　ＡＧ、レーバークーゼン、ドイツ）：
非晶質二酸化ケイ素の水性アニオン性コロイド分散溶液、水中において固形分約５０％濃
度、ｐＨ約９、平均粒度約５５ｎｍ
【０２４６】
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Ｉｓｏｆｏａｍ（登録商標）　１６　（Ｐｅｔｒｏｆｅｒ－Ｃｈｅｍｉｅ、ヒルデスハイ
ム、ドイツ）：
消泡剤
【０２４７】
　他の化学薬品は、Ｓｉｇｍａ－Ａｌｄｒｉｃｈ　ＧｍｂＨ、タウフキルヒェン、ドイツ
でのｔｈｅ　ｆｉｎｅ　ｃｈｅｍｉｃａｌｓ　ｂｕｓｉｎｅｓｓにおいて入手した。
【０２４８】
　特に記載のない限り、パーセントの全ては重量に基づく。
　特に記載のない限り、分析的測定値の全ては２３℃の温度での測定値を意味する。
　　記載した粘度は、Ａｎｔｏｎ　Ｐａａｒ　Ｇｅｒｍａｎｙ　ＧｍｂＨ（ドイツ国オス
トフィルデルン）製回転粘度計を用い、２３℃でＤＩＮ　５３０１９に従って回転粘度測
定法によって測定した。
　特に記載のない限り、ＮＣＯ含量はＤＩＮ－ＥＮ　ＩＳＯ　１１９０９に従って容量分
析で測定した。
　ポリウレタン分散体の平均粒度（数平均）は、脱イオン水での希釈後、レーザー相関分
光法によって測定した（機器：Ｍａｌｖｅｒｎ　Ｚｅｔａｓｉｚｅｒ　１０００，　Ｍａ
ｌｖｅｒ　Ｉｎｓｔ．　Ｌｉｍｉｔｅｄ）。
　水性分散体を乾燥させることにより調製された本発明による粒子の粒度は、光学顕微鏡
を用いて１００×の倍率で行った。本発明では、画像分析のために、画像処理ソフトウェ
ア（ＳＩＳ　ＧｍｂＨ、ドイツ）を用いた。該分析は２０の物体位置で行った。
　本発明の分散体の固形物含量は、計量した試料を１２０℃に加熱することにより決定し
た。一定重量の時点で、固形物含量は、試料を再計量することにより計算した。同一の方
法を用いて、本発明によるパウダーの含水量を決定した。
　遊離ＮＣＯ基についての制御は、赤外分光法（２２６０ｃｍ－１でのバンド）によって
実施した。
【０２４９】
１）ナノウレア水性分散体（Ａ）の製造
　３０℃で、強撹拌しながら、８２０．２０ｇのＢａｙｈｙｄｕｒ（登録商標）　ＶＰ　
ＬＳ　２３３６、次いで０．３２ｇのＩｓｏｆｏａｍ（登録商標）１６を、４９５２ｇの
脱イオン水中における４．１ｇのトリエチルアミンの溶液に添加し、該混合物をさらに撹
拌した。３、６および９時間後、いずれの場合にもさらなる８２０．２０ｇのＢａｙｈｙ
ｄｕｒ（登録商標）　ＶＰ　ＬＳ　２３３６、および次いで０．３２ｇのＩｓｏｆｏａｍ
（登録商標）　１６を添加し、次いで、該混合物をさらに４時間、３０℃で撹拌した。次
いで、２００ｍｂａｒの減圧および３０℃で、該混合物をさらに３時間撹拌し、得られる
分散体を取り出した。
得られる白色水性分散体は以下の特性を有した：
粒度（ＬＣＳ）：９３ｎｍ
粘度（粘度計、２３℃）：＜５０ｍＰａｓ
ｐＨ（２３℃）：７．８
【０２５０】
２）比較例
水性アニオン的親水性化非交差分枝状脂肪族ポリエステルポリウレタン－ポリウレア分散
体の乾燥
　蒸留付属品を有する撹拌装置において、５００ｇの分散体Ｉｍｐｒａｎｉｌ（登録商標
）ＤＬＮを７０℃で約１００ｍｂａｒにまで空気を抜き、水を蒸留付属品上で約３時間蒸
留する。これは、装置から切り取られなければならないゲル状被膜塊を製造した。
【０２５１】
３）比較例
非イオン性親水性化非交差分枝状脂肪族ポリエステルポリウレタン水性分散体の乾燥
　手順は、実施例２と同様であるが、分散体Ｂａｙｈｙｄｕｒ（登録商標）ＶＰ　ＬＳ　
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【０２５２】
４）本発明による実施例
水の蒸留除去によるナノウレア水性分散体の直接乾燥
　手順は、実施例２に同様であるが、実施例１からのナノウレア分散体を乾燥した。白色
で塊の多いパウダーが形成された。
固形分：９９％
乾燥試料をマルター中で粉砕することにより、微細注入可能なパウダーを得た。
固形分：９９％
【０２５３】
５）本発明の実施例
凍結乾燥によるナノウレア水性分散体の乾燥
５００ｇの実施例１からのナノウレア分散体を、２リットル丸底フラスコ中で冷却槽中で
凍結し（約－７８℃、ドライアイスおよびイソプロパノールの混合物）、凍結乾燥設備に
付着した。続く真空により、水を、試料が乾燥するまで除去した。
非注入性凝集物質が形成された。
固形分：９９％
【０２５４】
６）本発明の実施例
噴霧乾燥によりナノウレア水性分散体の乾燥
実施例１からの２０００ｇのナノウレア分散体をＢｕｅｃｈｉ（Ｆｌａｗｌｉ、スイス）
からのＢ－２９０噴霧乾燥設備を用いて噴霧乾燥した。分散体を０．７ｍｍの内径を有す
るノズルにより運び、用いた噴霧ガスは２物質ノズルの外環中において窒素であった。搬
送温度は６０℃であった。粒子の沈殿は、サイクロンによりおよび下流の微細粒子フィル
ターにより行った。
白色パウダーが形成された。
固形分：９９％
平均粒度：１０μｍ
かさ密度：０．３６ｇ／ｍｌ
【０２５５】
７）本発明の実施例
噴霧乾燥による希釈ナノウレア水性分散体の乾燥
手順は、実施例６に記載のとおりであるが、乾燥する前に、さらに１０００ｇの脱イオン
水を１０００ｇのナノウレア分散体中に混合した。
白色パウダーが形成された。
固形分：９９％
平均粒度：１０μｍ
【０２５６】
８）本発明の実施例
噴霧乾燥によるナノシリカ分散体との混合後のナノウレア水性分散体の乾燥
手順は、実施例６に記載のとおりであるが、乾燥する前に、２４ｇのＤｉｓｐｅｒｃｏｌ
ｌ　Ｓ ５００５を１０００ｇのナノウレア分散体中に混合した。
白色パウダーが形成された。
固形分：９９％
【０２５７】
処方物例
化粧品調製物中のポリウレアパウダーおよび／またはナノウレア水性分散体
１．スキンケア処方物
【０２５８】
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